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序     文 
 

 カンボジア国の電化率は近隣諸国に比べても非常に低く、人口の大多数は薪や木炭などの伝統的な

エネルギー資源を使用している状況です。また、同国は内戦などの影響により、送電設備の老朽化、

技術者の不足など多くの問題を抱えています。しかし、近年の経済発展に伴い、電力需要は急激に増

加してきており、今後更なる需要の拡大に見合うエネルギー供給能力の拡大、電力関係設備の維持管

理技術の向上が不可欠となっています。 

 2001年２月に電気事業法が制定され、電気事業に係る電力技術基準の整備はJICA開発調査案件とし

て鉱工業エネルギー省（Ministry of Industry, Mines and Energy：MIME）で行われ、2004年２月に技

術基準本文が作成されました。電気事業法の制定に伴い電気事業法の執行機関として発足したカンボ

ジア電力庁（Electricity Authority of Cambodia：EAC）では、MIMEの電力技術基準に基づいて技術的

な実施細則を策定することになっていますが、技術者不足と内容理解熟度の低さから手がつけられて

いない状況にありました。一方、電力技術基準の適用を受け電力の安定供給を求められるカンボジア

電力公社（Electricité du Cambodge：EDC）は、健全な電気事業運営の必要から電気設備に係る計画設

計建設から運転保守に至るまでの組織を効率的かつ総合的に管理運営する能力が強く求められていま

す。しかし、EDCは人材・技術・経験及び資金力の不足からこれらの問題に対処できず、組織化され

た技術者集団の育成が急務となっていました。かかる背景をもとに、JICAは「電力セクター育成技術

協力プロジェクト」を開始し、EACに対し電力供給施設整備と運営に係る法整備の支援と、EDCに対

しこれらの実運用に係る指導を行い、カンボジアの電力が安定的かつ安全に供給されることをめざし

ています。 

 本報告書は、協力期間の中間時点を迎えた本プロジェクトの活動実績、カウンターパートへの技術

移転の進捗状況や達成度に関して、Project Cycle Management（PCM）の手法に基づいた評価５項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から日本・カンボジア双方で中間評価を行

い、プロジェクト前半の問題点、後半の活動における提言等について協議した結果を取りまとめたも

のです。 

 本報告書が今後のプロジェクトの展開や類似案件の実施に広く活用されることを願うとともに、本

調査の実施に対してご協力いただいた内外関係機関の方々に深甚の謝意を表すとともに、併せて引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成18年９月 

 

独立行政法人国際協力機構   
カンボジア事務所長 米田 一弘 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：電力セクター育成技術協力プロジェクト 

分野：電力セクター 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：カンボジア事務所 協力金額（評価時点）：227,826（千円） 

（R/D）：2004 年９月 19 日～ 

    2007 年９月 18 日 

先方関係機関：鉱工業エネルギー省（MIME）、カン

ボジア電力庁（EAC）、カンボジア電力公社（EDC）

（延長）： 日本側協力機関：海外電力調査会 

（F/U）： 他の関連協力： 

協力期間 

（E/N）（無償）  

１－１ 協力の背景と概要 

 カンボジア国の電化率、発電／電力消費量は、近隣諸国に比べても非常に低く、また内戦などの

影響により、送電設備の老朽化、技術者の不足など多くの問題を抱えている。しかし、近年、都市

部を中心に電力需要は急激に増加してきており、今後更なる需要の拡大に見合うエネルギー供給能

力の拡大、維持管理技術の向上が求められている。このような状況からカンボジア政府は電力設備

の維持・運用に係る法整備の支援とこれらの実運用に係る技術協力を我が国に求めてきた。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

カンボジアの電力が安定的かつ安全に供給される。 

 

（２）プロジェクト目標 

電力技術基準が EAC により効率的及び適切に運用される。（EAC） 

配電系統が効率的及び適切に運用される。（EDC） 

 

（３）成果 

  １）EAC 
成果１：電力技術基準を遵守するためのルールが明確になる。 

成果２：電気事業の許認可業務が円滑に行なわれる。 

成果３：電気事業者に対する指導能力が向上する。 

  ２）EDC 
成果１：配電系統の保守能力が向上する。 

成果２：配電系統の事故復旧能力が向上する。 

成果３：配電系統の計画、拡張に係る能力が向上する。 

 

（４）投入（評価時点） 

  １）日本側 

長期専門家派遣 ２名（EAC１、EDC１） 

機材供与 EAC：USD63,336、EDC：USD402,145 

短期専門家派遣 22 名（EAC19、EDC３） 

ローカルコスト負担 EAC：USD76,664、EDC：USD59,116 

研修員受入れ 10 名〔EAC（MIME,EDC 含む）６、EDC４〕 

 



  ２）相手国側： 

カウンターパート配置 EAC：５名〔電力技術基準作成ワーキンググループ（WG）には

MIME、EDC から７名参加〕 

EDC：18 名 

専門家のためのプロジェクト事務室 

ローカルコスト負担 EAC：USD2,280 及び 5,399,119 リエル 

EDC：USD2,854 

２．評価調査 団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

総括： 村上 雄祐 JICA カンボジア事務所 次長 

電力技術基準評価： 鳴海 英樹 社団法人海外電力調査会 

配電技術移転／PDM 評価： 岸並 賜 （株）国際開発アソシエイツ 

  パーマネントエキスパート 

運営管理： 三宅 繁輝 JICA カンボジア事務所 

調査期間 2006 年９月３日～９月 13 日 評価種類：中間評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

プロジェクト目標の指標に対する実績は以下のとおりである。両プロジェクトとも順調に進んで

おり、プロジェクト終了予定の 2007 年９月までには、すべての指標が満たされると考えられる。 

 

（１）EAC 

指標 達成状況 

１．電力技術基準（細則）（SREPTS）が MIME
に提出される。 

SREPTS の作成は計画通りに進捗しており、

2007 年１月に開催の SREPTS セミナーを経

て、2007 年４月に最終版が完成する予定であ

る。 

２．電気事業者への技術指導が実施される

（回数が増える）。 

プロジェクト開始以来、必要の都度、技術指

導を実施しており、SREPTS 第一次案完成後

の 2006 年７、８月には電気事業者に対するセ

ミナーも開催された。MIME へ SREPTS 最終

案が提出されたあとにも、技術指導が実施さ

れる予定である。 

 

（２）EDC 

指標 達成状況 

１．設備データベースが適切に運営・管理さ

れる。 

プノンペン市の中圧配電に関するデータベー

スは完成している。EDC 管轄下の地方都市

（11 州）については 2007 年の３月に完成す

る予定である。 

２．EDC の設備拡張計画が適切に実施され

る。 

GIS システムは既に導入され、プノンペンや

いくつかの地方都市の設備拡張計画に利用さ

れている。 
 
 



また、前頁のとおり、それぞれのプロジェクトに３つの成果が設定されているが、2006 年９月現

在ほぼ達成されている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

妥当性は「高い」といえる。 

「国家貧困削減戦略」「電力セクター開発政策」“Cambodia Power Sector Strategy”などの国

家・セクター政策は電力セクターとその人材育成を強調しており、本プロジェクトとの整合性

は高い。また、EAC は今後の電力の急激な需要増に対処する電力行政指導の滞りや、電力の供

給信頼度と安定性の低下が危惧され、早急な対応が求められていたとともに、EDC は人材・技

術・経験及び資金力の不足からこれらの問題に対処する能力が低く、組織化された技術者集団

の育成が急務となっていた。したがって、受益者である EAC 及び EDC のニーズとも合致して

いる。 

 

（２）有効性 

有効性は「比較的高い」といえる。 

EAC については、プロジェクト目標レベルの指標のひとつである「電気事業者への技術指導

が実施される」に係る活動は、電気事業者での問題発生時や電気事業者訪問時に実施している。

また、SREPTS 第一次案完成後の 2006 年７、８月には電気事業者に対するセミナーも開催され

ている。細則が MIME の省令として発布されたあとにも技術指導が予定されており、2007 年６

月発布（予定）以降、プロジェクトの終了時までにはさらに充実した技術指導が実施されると

見込まれる。 

EDC については、ふたつのプロジェクト目標レベルの指標は、ほぼ満たされており、プロジ

ェクトの終了時までには完全に達成されると見込まれる。また、設定された効果はすべてプロ

ジェクト目標発現に貢献しており、外部条件もほぼ満たされている。   

 

（３）効率性 

効率性は「比較的高い」といえる。 

一部投入が若干遅れているが（探査用の車両）、日本側、カンボジア側ともにほぼ計画通りの

投入がなされている。成果レベルの指標もほぼ達成されていることから、投入の質、量、タイ

ミングは妥当であったと考えられる。また、本プロジェクトのそれぞれ３つの成果はいずれも

プロジェクト目標の達成に直結すべく設定されており、プロジェクトの投入がなければ実践・

普及されないものである。 

 

（４）インパクト 

以下のとおり、ポジティブなインパクトが発現している。 

・上位目標の指標は「カンボジアの電力が安定的かつ安全に供給される」である。顧客当たり

の停電回数はプロジェクト開始前の3.769×10－３回／戸・年から2.060×10－３回／戸・年（2005

年）に改善されている。この効果の発現は、発電量の増加など直接本プロジェクトに起因す

るものではない要因によるものもあるが、リレー整定など本プロジェクトの活動が直接貢献

していることも事実である。 

・地図情報システム(GIS)導入を紹介するセミナーを関係諸機関向けに行い、その結果いくつか

の機関において GIS を導入したり、情報（衛星写真）を共有したりする効果があった。 

 

 

 



（５）自立発展性 

自立発展性は「比較的高い」といえる。 

 組織・制度面では、電力セクターの強化が国家政策と合致しており、今後もこの傾向は続くこと

が予想される。また、EAC は MIME が電力技術基準細則を省令として発布すれば、電気事業者を指

導する強力な手段・正当性をもつこととなるとともに、EDC はリレー整定・問題分析に係る部署を

設立するなど組織強化に努めている。しかしながら、両組織ともカウンターパート（C/P）は専属で

はないため、プロジェクト終了後の活動の継続性に懸念が残る。技術面は、順調に技術移転が実施

されており、供与機材も C/P により適切に保守・管理されているため、自立発展性は高いといえる。

財政面に関しては、EAC は許認可事業などによる収入により資金が潤沢であるが、EDC の予算は限

られており、今後も予算確保のための努力を続ける必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

貢献要因としては、計画内容が国家・セクターの政策と合致し、MIME、EAC、EDC の優先

課題であったため、これら機関の関心も非常に高いものであることから時宜を得たものであっ

たといえる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト実施・関連機関が複数存在するため、プロジェクトの進捗状況、問題点などの

情報を共有することが必要となる。2006 年５月に合同調整委員会（JCC）において活動状況の

報告、プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）協議が実施されたことで情報共有が進め

られたといえる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特にない。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

EDC は全国で活動を行っているが、２台供与予定であった探査車両が手続き上の事情で 2006

年９月現在１台しか供与されていない。プロジェクトの大きな阻害要因とはなっていないが、

故障への対処が遅れるなど雨季の活動に若干の影響があった。 

 

３－５ 結 論 

PDM に記載されている指標の達成度が高いことから、プロジェクトの成果及びプロジェクト目標

はプロジェクト終了時までの達成が見込まれる。また上記のとおり、上位目標に関しても、一部効

果が発現しているといえる。５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による

評価は、各項目とも「高い」もしくは「比較的高い」と判断され、プロジェクトは順調に進んでい

る。したがって、当初の計画通り、2007 年９月をもって､プロジェクトは終了する予定である。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

合同評価チームとして以下の提言を行った。 

（１）EDC に GIS 及び技術基準の責任組織（Office）の設立 

EDC の組織能力を拡大・向上するためには、プロジェクト終了後も GIS 関連の活動を継続す

ることが不可欠である。また､新しい技術などに応じて EDC の技術基準を更新していくことが

重要となっている。しかしながら、現在のところ C/P は専任ではなくパートタイムでこれらの



活動に従事しており､プロジェクト終了後も現在の活動が維持される保証はない。そこで評価調

査団は EDC 内に GIS 及び技術基準に関する責任組織（課＝office）を設立することを強く提言

した。EDC は設立される組織が活発に活動できるようプロジェクトで経験を積んだ人材及び十

分な予算を確保するべきである。また、この組織が活動を進め、人材や能力の開発が進んだ段

階で部（＝department）にアップグレードされることが望ましい。また、EAC の GIS と EDC の

GIS がリンクされ、全国すべての電気事業者を管理していくことが不可欠である。 

 

（２）ベースライン調査の実施 

本プロジプロジェクトの PDM において指標の達成状況を測る際に、定量的なデータが不足し

ていたために効果の発現が不明確であった指標が存在した。今後、「有効性」「効率性」及び「イ

ンパクト」の達成度を明確かつ定量的に測るためには、ベースライン調査が計画的に実施され

る必要がある。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 

 

 前記提言（２）と同様。 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MIME との協議 

EDC との協議 

EDC との協議 



写 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

M/M 協議 

M/M サイン 

M/M サイン 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2004年９月より開始され、２年が経過したカンボジア国電力セクター育成技術協力プロジェクトに

おいて中間評価調査を行い、活動の実施状況や投入実績を把握し、JICA事業評価ガイドラインに基

づく「評価５項目」による評価を行うことによって、プロジェクトが順調に効果発現に向けて実施さ

れているかを検証し、プロジェクト内容の改善に資することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成 

 

１－３ 調査日程 

 2006年９月３日（日）～９月13日（水） 

日順 月 日 曜日 行 程 

１ ９月３日 日 成田10:35→バンコク→プノンペン19:25（JL717,TG698） 

２ ９月４日 月 

８:30 JICAカンボジア事務所長表敬 、橋本、金築、篠原専門家との打合せ

14:30 MIME Dr. Ith Prang, Secretary of State表敬、質問表の回収、C/Pへの

インタビュー 

３ ９月５日 火 

８:30 EDC Mr. Tan KimVinn,Managing Director表敬、質問表の回収、C/P
へのインタビュー 

14:00 篠原専門家と打合せ、追加資料の収集等 

４ ９月６日 水 
８:30 EAC Dr.Ty Norin､Chairman表敬､質問表の回収､C/Pへのインタビュー

14:00 金築専門家と打合せ、追加資料の収集等 

５ ９月７日 木 M/M案作成・協議（場所:MIME、参加者: 実務者レベル） 

６ ９月８日 金 
M/M案作成・協議（場所:MIME、参加者Dr. Ty Norin, Mr. Yim Nolsonほか）

調査結果取りまとめ 

７ ９月９日 土 調査結果取りまとめ、団内打合せ 

８ ９月10日 日 資料整理 

９ ９月11日 月 
９:00 JCC、M/M署名（場所:MIME、署名者: Dr. Ith Prang、Dr. Ty Norin、

Mr. Yim Nolson、団長） 

10 ９月12日 火 

８:30 JICAカンボジア事務所報告（米田所長） 

11:00 在カンボジア日本大使館報告（高橋大使、作田書記官） 

プノンペン20:25→バンコク21:30（TG699） 

11 ９月13日 水 バンコク08:10→成田16:15（JL708） 

 

氏 名 分 野 所 属 

村上 雄祐 団長・総括 JICAカンボジア事務所 次長 

鳴海 英樹 電力技術基準評価 （社）海外電力調査会 

岸並 賜 配電技術移転／PDM評価 （株）国際開発アソシエイツ（役務提供コンサルタント）

三宅 繁輝 運営管理 JICAカンボジア事務所 
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１－４ 主要面談者 

（１）カンボジア側 

  １）鉱工業エネルギー省（Ministry of Industry , Mines and Energy：MIME） 

Dr. Ith Praing Secretary of State 
Mr. Victor Jona Deputy General Director 
Mr. Chan Socheat Director of Department of Energy Technique 
Mr. Cheap Sour Director, Department of Energy Development 
（Mr. Lieng Vuthy） Deputy Director 

 

  ２）カンボジア電力庁（Electricity Authority of Cambodia：EAC） 

Dr. Ty Norin Chairman 
Mr. Hul Kunnak Vuth Executive Director 
Mr. Theng Marith Director of Electricity Regulation Department 

 

  ３）カンボジア電力公社（Electricité du Cambodge：EDC） 

Mr. Tan KimVinn Managing Director 
Mr. Yim Nolson Deputy Managing Director 
Mr. Chea Sin Hel Director of Transmission and Distribution Department 
 

Mr. Hhung Ung Director of Commercial Department 
Dr. Chulasa Praing Deputy Director of Commercial Department 

 

（２）日本側 

  １）プロジェクト専門家 

金築 等 電力事業許認可業務能力向上（EAC） 

篠原 純也 配電技術（EDC） 

 

  ２）鉱工業エネルギー省専門家 

橋本 信雄 電力開発（MIME） 

 

  ３）在カンボジア日本国大使館 

高橋 文明 特命全権大使 

作田 吉弘 二等書記官 

 

  ４）JICAカンボジア事務所 

米田 一弘 所 長 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 背 景 

カンボジア王国（以下、「カンボジア国」と記す）の一人当たりの年電力使用量は48kWhにすぎず、

世帯当たりの電化率も約17％で近隣諸国に比べても非常に低く、また内戦などの影響により、電力設

備の老朽化、電力技術者の不足など多くの問題を抱えている。しかし、近年、都市部を中心に電力需

要は急激に増加してきており、今後更なる需要の拡大に見合う電力供給力の拡大、維持管理技術の向

上が求められている。 

2001年２月には、投資環境の整備など電力供給やサービスに係る枠組みを整備するために電気事業

法が制定された。電気事業法において電力技術基準の遵守を課し、電気事業の許認可の審査基準を定

めているため、この詳細を整備するために2002年６月から2004年２月にかけて、MIMEにおいてJICA
開発調査案件が実施された。しかし、電力技術基準の執行機関として2001年９月に発足したEACは、

MIME公布の電力技術基準に基づき電気事業者の許認可業務や技術指導を行うことになっていたが、

技術基準内容の理解熟度の低さから十分な成果が上がっていなかった。このため今後の電力の急激な

需要増に対処する電力行政指導の滞りや、電力の供給信頼度と安定性の低下が危惧され、早急な対応

が求められていた。 

一方、電力技術基準の適用を受け電力の安定供給を求められるEDCは、設備計画・設計・建設から

運転保守に至るまでの組織を効率的かつ総合的に管理運営する電気事業公社としての健全な経営能力

の取得が強く求められていた。しかし、EDCは人材・技術・経験及び資金力の不足からこれらの問題

に対処する能力が低く、組織化された技術者集団の育成が急務となっていた。このような状況からカ

ンボジア政府は電力設備の維持・運用に係る法整備の支援とこれらの実運用に係る技術協力を我が国

に求めてきた。そのため我が国は、要請の背景や妥当性を確認するため事前調査を実施したうえ、

2004年９月16日にカンボジア国電力セクター育成技術協力プロジェクトに関する討議議事録（Record 
of Discussions：R/D）をカンボジア政府関係者と署名した。 

 

２－２ 概 要 

（１）プロジェクト名 

カンボジア国電力セクター育成技術協力プロジェクト 

 

（２）協力期間 

2004年９月19日～2007年９月18日（３年間） 

 

（３）相手国実施機関 

EAC、EDC 
 

（４）目標と成果 

  １）上位目標 

カンボジアの電力が安定的かつ安全に供給される。 

  ２）プロジェクト目標 

   １．電力技術基準がEACにより効率的及び適切に運用される。（EAC） 
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   ２．配電系統が効率的及び適切に運用される。（EDC） 

  ３）成果 

   ａ）EAC 
１．電力技術基準を遵守するためのルールが明確になる。 

２．電気事業の許認可業務が円滑に行なわれる。 

３．電気事業者に対する指導能力が向上する。 

   ｂ）EDC 
１．配電系統の保守能力が向上する。 

２．配電系統の事故復旧能力が向上する。 

３．配電系統の計画、拡張に係る能力が向上する。 
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第３章 評価の方法 
 

３－１ 評価項目・評価方法 

 本評価では、「JICA事業評価ガイドライン（改訂版）」に沿って、①プロジェクトの当初計画、②

現時点での計画達成状況及び達成のための課題を確認し、③評価５項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）に基づき評価を行った。これらの結果を踏まえ、プロジェクトの今後のよ

り効率的な実施のために、いくつかの対処案を合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）
で協議し、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）を締結した。 

 具体的な調査方法は、以下に記述する。 

 

３－２ ＰＤＭ 

2006年５月のJCC時にプロジェクト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix：PDM）及び活

動計画表（Plan of Operations：PO）が見直され、本調査ではその改訂されたPDM（Ver.1.0）を評価の

ために用いた。主な改訂事項は活動及び指標の追加であり、「上位目標」「プロジェクト目標」「成果」

に変更はない。PDM（Ver.1.0）については合同評価レポート（付属資料１）のANNEX1-1及び1-2を

参照。 

 

３－３ 評価諮問と必要なデータ・評価指標 

 「JICA事業評価ガイドライン（改訂版）」及びPDM（Ver.1.0）に基づき、実績、評価５項目、実施

プロセスをそれぞれ検証するために評価グリッドを作成した。評価設問、データ・評価指標の詳細に

ついては、付属資料２を参照。 

 

３－４ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 評価グリッドから、確認事項を検討し、それぞれの確認事項について、どのように確認するのか、

その情報の入手方法を検討した。主な情報の入手方法は以下のとおり。 

 

（１）質問表 

専門家（電力セクター計画／電力事業許認可業務能力向上／配電）、カウンターパート

（Counterpart：C/P）、プロジェクト関係者（MIME、EAC、EDC、JCCのメンバー）に対し、評

価５項目に基づいた質問表を作成し、回収後分析した。 

 

（２）聞き取り 

専門家、C/P、MIME、EAC、EDC職員を対象に評価委員が合同及び個別にインタビューし

た。 

 

（３）資料のレビュー 

事前評価調査団、専門家やその他プロジェクト関係者が作成した各種報告書及びMIME、EAC、
EDCの統計・資料等をもとに、これまでのプロジェクト活動の進捗や実績を確認した。 
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３－５ 合同評価手法 

日本側４名（本調査団員）、カンボジア側３名（MIME：Dr. Ith Prang, EAC：Ty Norin, EDC：

Mr. Ym Nolson）からなる合同評価委員会を組織し、評価５項目に沿って当該プロジェクトの評価を

行った。評価委員は、各種報告書の分析、一連の現地調査やプロジェクト関係者への聞き取り、関係

機関との協議を実施し、これらに基づき評価結果について協議したうえで合同評価レポートを取りま

とめた。 
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第４章 プロジェクトの実績と現状 
 

 本調査では、専門家及びC/Pに対して個別にインタビューを実施し、現在までの活動と成果につい

て情報を収集したほか、長期専門家等の協力を得ながら、プロジェクト実績に係る資料を収集・作成

した。「４－２」以降の表は、PDMの「上位目標」「プロジェクト目標」及び「成果」の指標と、そ

の達成度及び達成の見込みである。 

 

４－１ 投入実績 

 ４－１－１ 日本側投入実績 

 （１）専門家の派遣 

EACには１名の長期専門家と延べ19名の短期専門家が派遣された。短期専門家については、

配電、送電、火力発電に係る電力技術基準の細則策定のために、それぞれ７名、６名、６名

（計19名）が派遣されている。また、EDCには１名の長期専門家と３名の短期専門家が派遣さ

れた。短期専門家については、リレー整定、補修作業、配電系統計画のためにそれぞれ１名が

派遣されている（付属資料１のANNEX3参照）。 

 

 （２）C/Pの本邦研修 

延べ６名のEAC C/P（EDC及びMIMEからの各１名を含む）が本邦研修を受講している。そ

のうち２名が「日本における電力行政及び技術」研修、４名が「日本における電力技術基準及

び電力技術」研修に参加した。また、延べ４名のEDC C/Pが本邦研修のために日本に派遣され、

２名が「リレープロテクション及び運用」研修、２名が「地図情報システム(Geographical 
Information System:GIS)」研修に参加した（付属資料１のANNEX4参照）。 

 

 （３）第三国研修及びその他出張等 

延べ20名のEDC C/PがタイにおいてArcFMやArcSDEに係る研修を受講した。また、３名の

C/P（EAC２名、EDC１名）が、類似案件を視察し意見交換を行うために、2005年10月にラオス

を訪問した。さらに、８名のC/P（EAC５名、EDC２名、MIME１名）がタイで火力発電技術の

研修を受講している。 

 

 （４）機材供与 

EACにUSD63,336の機材（携行機材を含む）、EDCにUSD402,145の機材（携行機材を含む）

が供与された。主な内訳は、国際基準に係るテキスト、コンピューター（ソフトウェア、ハー

ドウェア）、GISソフトウェア、Clamp-on Power Meterなどである（付属資料１のANNEX5参

照）。 

 

 （５）ローカルコスト 

EACにUSD76,664、EDCにUSD59,116のローカルコストが投入された。主な内訳は、旅費交

通費、消耗品、通信運搬費、会議費、コンサルタントやNGOとの契約などである（付属資料１

のANNEX6参照）。 
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 ４－１－２ カンボジア側投入実績 

 （１）C/Pの配置 

EACには延べ５名（PM１名、Generation Regulation Office２名、Transmission and Distribution 
Regulation Office２名）、EDCには延べ18名（PM１名、Distribution Network Unit２名、Electrical 
Equipment Unit２名、Technical & Electrical Energy Loss Management Office１名、Dispatching 
Control Center２名、Technical Office４名、Planning Management Information System and Tariff 
Office３名、Data Processing Office２名、CP&P Dep.１名）のC/Pが配置された（付属資料１の

ANNEX7参照）。 

EACのSREPTS作成ワーキンググループ(Working Group:WG)には、MIMEから３名、EDCか
ら４名が参加している。 

 

 （２）事務所 

EAC、EDCそれぞれの施設内に日本人専門家のための事務所が提供された。 

 

 （３）ローカルコスト 

EACによってUSD2,280及び5,399,119リエル、EDCによってUSD2,854がプロジェクト活動

のために支出された。主な内訳は、電気代や事務所の備品である（付属資料１のANNEX8参

照）。 

 

４－２ 上位目標の達成状況 

＜上位目標＞ 

カンボジアの電力が安定的かつ安全に供給される。 

 

表４－１ 上位目標指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

１顧客当たりの停電回数が減少する。 １顧客当たりの停電回数がプロジェクト開

始前の3.769×10-3回／戸・年（2003年）から

2.060×10-3回／戸・年（2005年）に改善され

ている1。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成状況 

 ４－３－１ EACプロジェクト 

  ＜プロジェクト目標＞ 

電力技術基準がEACにより効率的及び適切に運用される。 

                                                 
1 #This index is (A)/(B). 

(3.769x10-3 in 2003, 2.060 x10-3 in 2005) 
(A) the number of fault 

(530 times in 2003, 335 times in 2005)  
(B) customer number 

(140,611 in 2003, 162,605 in 2005) 
This index is not SAIFI (System Average Interruption Frequency Index, SAIFI = Total number of customer interruptions per Total number of 
customers served). 
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表４－２ プロジェクト目標の指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

１ SREPTSがMIMEに提出される。 SREPTSの作成は計画通りに進捗しており、

2007年１月に開催のSREPTSセミナーを経

て、2007年４月に最終版が完成する予定で

ある。 

２ 電気事業者への技術指導が実施され

る。 

プロジェクト開始以来、必要の都度、技術

指導を実施しており、SREPTS第一次案完成

後の2006年７、８月には電気事業者に対する

セミナーも開催された。MIMEへSREPTS最
終案が提出されたあとにも、技術指導が実

施される予定である。 

 

 ４－３－２ EDCプロジェクト 

＜プロジェクト目標＞ 

配電系統が効率的及び適切に運用される。 

 

表４－３ プロジェクト目標の指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

１ 設備データベースが適切に運営・管理

される。 

プノンペン市の中圧配電に関するデータベ

ースは完成している。EDC管轄下の地方都

市（11州）については2007年の３月末までに

完成する予定である。 

２ EDCの設備拡張計画が適切に実施され

る。 

GISシステムは既に導入され、プノンペンや

いくつかの地方都市の設備拡張計画に利用

されている。 

 

４－４ 成果の達成状況 

 ４－４－１ EACプロジェクト 

 ＜成果１＞ 

  電力技術基準を遵守するためのルールが明確になる 
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表４－４ 成果１指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

1-1 ３分野のSREPTSが作成される。 完成したSREPTSの第１版に基づき、2006年

７月にプノンペン、８月に地方都市他にて

SREPTSセミナーを開催し、各電気事業者か

らの意見要望等を抽出。現在、SREPTSの改

訂作業を行っている。 

1-2 EACの電力規制部門の職員がSREPTS
の内容を理解できる（理解度目標

80％）。 

理解度判定試験はまだ実施していないがプ

ロジェクト終了時までには実施する予定で

ある。C/PはSREPTSセミナー等でのプレゼ

ン、SREPTSのクメール語翻訳を通して、

SREPTSの理解度は非常に高い。 

1-3 認可事業者によりSREPTSが認識され

る（認識度100％）。 

 

2006年７月のSREPTSセミナーには132業者

中112業者が参加、同年８月のSREPTSセミ

ナーには110業者が参加している。セミナー

不参加の10業者には郵送にて、SREPTSの第

１版を送っており、SREPTSの認識度は非常

に高い。 

 

 ＜成果２＞ 

  電気事業の許認可業務が円滑に行なわれる。 

 

表４－５ 成果２指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

2-1 許認可業者の供給エリアデータに容易

にアクセスできる。 

許認可業者の供給エリアに関するデータ取

得並びに入力は完了しており、所内LANに

よりアクセスが容易に可能である。 

2-2 許認可業者の設備データがEACにより

管理される。 

現在のところ従来通り紙データにより設備

データを管理しているが、プロジェクト完

了までにはGISにより設備データを管理する

予定である。 

2-3 電気設備事故ならびに感電事故等のデ

ータが収集される。 

まだ収集されていない（許認可業者も報告を

行わない）が、今後、業者に指導していく予

定である。 

2-4 電化エリアのデータがウェブにより広

く公表される。 

EAC内のイントラネットで試行済みであ

り、2007年の３月にはウェブにより公表す

る予定である。 
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 ＜成果３＞ 

  電気事業者に対する指導能力が向上する。 

 

表４－６ 成果３指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

3-1 技術資料ならびにテキストが準備され

る。 

「SREPTSの説明書」「電圧管理マニュアル」

「安全管理DVD」等が作成されている。 

3-2 EACの電力規制部門の職員が本プロジ

ェクトにより導入された測定機器を使

用できる。 

取り扱い説明書は作成済みであり、コアと

なる職員は１名で測定機器を使用できるま

でに能力が向上している。 

3-3 技術的な指導とトレーニングが全ての

認可事業者に行なわれる。 

電気事業者での問題発生時や電気事業者訪

問時に、実施している。また、2006年７月

並びに８月のSREPTSセミナーにおいても、

技術的指導及びトレーニングを実施してい

る。 

 

 ４－４－２ EDCプロジェクト 

 ＜成果１＞ 

  配電系統の保守能力が向上する。 

 

表４－７ 成果１指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

1-1 配電系統保守のためのデータベースが

作成される。 

データベースは2007年３月末に完成予定で

ある。 

1-2 配電系統補修作業のマニュアルが作成

される。 

2006年９～11月に派遣されている短期専門

家の活動により作成される見込みである。 

1-3 予防保全の観点から定期点検が実施さ

れる。 

地中低圧ケーブルの定期点検が実施されて

いる。 

1-4 事故復旧時間が20％短縮される。 2005年平均1,004分／件から2006年平均654

分／件に短縮された（約35％短縮） 
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 ＜成果２＞ 

  配電系統の事故復旧能力が向上する。 

 

表４－８ 成果２指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

2-1 インピーダンスマップが作成される。 インピーダンスマップは作成済みであり、

配電系統等の拡張に伴い、改訂作業を実施

中である。 

2-2 事故点、エリアの探査時間が短縮され

る。 

2006年末までにGISシステムとSCADAシス

テムが接続し、短縮が図られる。 

2-3 リレー整定マニュアルが作成される。 2006年10月派遣の短期専門家の活動により

作成される見込みである。 

2-4 停電復旧時間が20％短縮される。 2005年平均1,004分／件から2006年平均654

分／件に短縮された（約35％短縮） 

 

 ＜成果３＞ 

  配電系統の計画、拡張に係る能力が向上する。 

 

表４－９ 成果３指標及び達成状況 

指 標 達成状況 

3-1 配電系統計画のためのデータベースが

作成される。 

設備データ等の入力は完了しており、2007

年３月末までにデータベースは作成される

見込みである。 

3-2 EDCの改定技術基準が整備される。 全８章のうち２章の作成が完了しており、

2006年12月には第１版が作成される見込み

である。 

3-3 将来の拡張計画が作成される。 プノンペンと地方都市の一部において作成

済みである。 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 妥当性 

 妥当性は、以下の理由により「高い」といえる。 

 

（１）国家／セクター開発計画からみた妥当性 

2002年に承認された「国家貧困削減戦略」において、貧困克復のため電化率向上の観点から電

力セクターの改革・強化の課題が指摘されている。また、1994年に策定された「電力セクター開

発政策」によると、①適正な電気料金での電力供給、②安定した信頼できる電力供給、③環境・

社会の両面で受け入れられる開発、④電力の効果的利用等が提言されている。さらに、1999年に

策定された「Cambodia Power Sector Strategy」においては、①電力セクターへの投資、②発電及

び送電計画の優先順位、③電力規制行政の枠組み構築、④EDCの経営健全化、⑤民間投資の導入、

⑥地方電化などが重要項目として取り上げられている。カンボジア政府は、これら上位計画実現

化のための法・規定の制定や人材開発を必要としており、本プロジェクトの目的はこれら上位計

画に合致している。 

 

（２）受益者からみた妥当性 

EACは電気事業者に認可を与え、指導を行う監督機関であるが、前述のとおり今後の電力の急

激な需要増に対処する電力行政指導の滞りや、電力の供給信頼度と安定性の低下が危惧され、早

急な対応が求められていた。また、EDCは人材・技術・経験及び資金力の不足からこれらの問題

に対処する能力が低く、組織化された技術者集団の育成が急務となっていた。本プロジェクトは

これら両機関のニーズを直接満たすものであり、業務能力の向上の必要性から鑑みて実施機関と

してふさわしい。 

 

５－２ 有効性 

 有効性は、以下の理由から「比較的高い」といえる。 

 

（１）プロジェクト目標に設定された指標の達成度 

  １）EAC 
プロジェクト目標レベルの指標のひとつである「電気事業者への技術指導が実施される。」に

係る活動は、電気事業者での問題発生時や電気事業者訪問時に実施している。また、SREPTS
第一次案完成後の2006年７、８月には電気事業者に対するセミナーも開催されている。細則が

MIMEの省令として発布されたあとにも技術指導が予定されており、2007年６月発布（予定）

以降、プロジェクトの終了時までにはさらに充実した技術指導が実施されると見込まれる。 

 

  ２）EDC 
ふたつのプロジェクト目標レベルの指標は、プノンペン市の中圧配電に関するデータベース

は完成していること、GISシステムは既に導入され、プノンペンやいくつかの地方都市の設備

拡張計画に利用されていることなどからほぼ満たされており、プロジェクトの終了時までには

達成されると見込まれる。 
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（２）成果とプロジェクト目標の関係 

EAC、EDCそれぞれのPDMに記載されている成果は、プロジェクト目標を達成するためには

不可欠な要素であり、成果の新たな追加や不足は必要ないと考えられる。 

 

（３）外部条件が有効性に与える影響 

  １）EAC 
プロジェクト目標レベルには次の３つの外部条件が設定されている。 

①電気事業者が設備運営に必要な予算を確保する。 

②必要な電源が確保される。 

③MIMEが細則を発行する。 

このうち②については、水力発電所の開発やカンボジア国とベトナム及びタイとの間に送電

線を建設する計画等がある。また、③についてはプロジェクトチームが2007年の４月に細則の

最終版をMIMEに提出することとなっており、条件は満たされると考えられる。しかしながら、

①の条件を満たすためには、現状では資金が十分でない中小の電気事業者が多いため、今後

EACが技術だけでなく経営に関しても指導を行うなどの努力が必要である。 

 

  ２）EDC 
プロジェクト目標レベルの外部条件は「EDCが必要なる予算を確保する。」であるが、必要な

予算はこれまでは確保されており、公社総裁からのヒアリングによっても今後もプロジェクト

の有効性を確保するための予算を確保する旨コメントがあった。成果レベルの外部条件は「カ

ウンターパートがとどまる。」と設定されている。EAC同様C/Pについては、本プロジェクトに

専任しているわけではないので、終了後どのように有効性を持続させるか懸念も残る。 

 

５－３ 効率性 

 効率性は、以下の理由から「比較的高い」といえる。 

 

 ５－３－１ 日本側の投入の適正度 

ほぼ計画通りの投入がなされている。特に、GISの導入は本プロジェクトを実施していくうえで

重要であり、成果を生み出すために必要不可欠な投入であったといえる。しかしながら、EDCは全

国で活動を行っているが、２台供与予定であった探査車両が手続き上の事情で、2006年９月現在１

台しか供与されていない。これはプロジェクトの大きな阻害要因とはなっていないが、故障への対

処が遅れるなど雨季の活動に若干の影響があった。 

 

 ５－３－２ カンボジア側の投入の適正度 

ほぼ計画通りの投入がなされている。カンボジア側の最大の投入であるC/Pは、以下に述べると

おり専任ではないが過不足なく配置されている。また、日本人専門家のための事務所や電気代など

のローカルコストもこれまでのところ適切に投入されている。 

 

 ５－３－３ 外部条件 

両プロジェクトとも成果レベルの外部条件は「カウンターパートがそれぞれの組織にとどまるこ
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と。」と設定されている。C/Pについては、本プロジェクトに専任しているわけではなくプロジェク

ト終了後、どのように効率性を持続させるか懸念も残る。 

 

 ５－３－４ 成果の発現 

全般的に成果レベルの指標もほぼ達成されている（表４－４、表４－５参照）ことから、両国の

投入の質、量、タイミングは概ね妥当であったと考えられる。カンボジア人C/Pは日本での研修で

習得した知識・技術をMIME、EAC、EDCにおいて十分活用しており、またGISを中心とした供与

機材やローカルコストについても活動の実施、成果の達成のためによく活用されている。したがっ

て、プロジェクトの投入は成果を生み出すために活用されており、成果は投入がなければ実践・普

及されないものであるといえる。 

 

５－４ インパクト 

 以下のとおり、正のインパクトが発現した。 

 

（１）上位目標 

上位目標は「カンボジアの電力が安定的かつ安全に供給される。」であり、その指標は「顧客当

たりの停電回数が減少する。」である。顧客当たりの停電回数はプロジェクト開始前の

3.769×10-3回／戸・年（2003年）から2.060×10-3回／戸・年（2005年）に改善されている（2003

年：530件、2005年：335件）。この効果の発現は、発電量の増加など直接本プロジェクトに起因す

るものではない要因も含まれるが、リレー整定など本プロジェクトの活動が直接貢献しているこ

とも事実である。 

 

（２）GISによる活動の拡大 

GIS導入を紹介するセミナーを関係諸機関向けに行い、その結果いくつかの機関においてGIS
を導入したり、情報（衛星写真）を共有したりする当初想定していない反響があった。 

 

５－５ 自立発展性 

 自立発展性は、以下の理由から「比較的高い」といえる。 

 

 ５－５－１ 組織・制度面 

 （１）開発計画 

前述のとおり、カンボジア国には「国家貧困削減戦略」「電力セクター開発政策」及び「Cambodia 
Power Sector Strategy」など、電力セクターに関する国家計画や開発計画が存在しており、電力

セクターの重要性は今後も続くと考えられる。 

 

 （２）EAC 
SREPTSがMIMEに提出されたあと、MIMEは環境省、土地管理省、公共事業交通省、内務省、

郵電省、プノンペン市などを招いてSREPTSに係るセミナーを開催する予定であり、このセミ

ナーを通してSREPTSが関係省庁・機関によって共通理解・発布されることが期待される。そ

の結果、EACは電気事業者を指導する強い正当性を得ることとなり、組織力も強化されると考
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えられる。組織・制度面の自立発展性は「高い」といえる。 

 

 （３）EDC 
EDCは長期専門家、短期専門家の提案に基づいて、Dispatching Control Centerのもとにリレー

整定及び故障関連の分析を担当する部署を設立した。これにより、かかる活動の実施がより円

滑に進められることが期待される。また、EDCの組織をさらに強化するためには、GIS関連の

活動を継続することが必要不可欠であるが、現在のところ担当部署は存在しない。したがって、

プロジェクト終了後に経験のある職員が継続して活動できるかどうか懸念が残る。組織・制度

面の自立発展性は「中程度」といえる。 

 

 ５－５－２ 技術面 

 （１）EAC 
EACのC/PはSREPTSの策定に積極的に参画しており、知識が向上・拡大している。また、測

定器など活動に不可欠な資機材の供与により、電気事業者を指導する技術が向上した。技術面

の自立発展性は「高い」といえる。 

 

 （２）EDC 
EDCのC/PはGISを含む配電システムについて十分理解しているといえる。また、セミナー

やOJTを通じてC/P以外の職員に技術移転を行うなどの活動を進めている。加えて、供与資機

材の保守・管理も問題なく実施されている。技術面の自立発展性は「高い」といえる。 

 

 ５－５－３ 財政面 

 （１）EAC 
EACの資金は潤沢であり、プロジェクト終了後も資機材の保守や更新などのために資金を確

保することは可能である。財政面の自立発展性は「高い」といえる。 

 

 （２）EDC 
中間評価時までに予算に関する問題は発生していないが、EDCの予算は潤沢であるとは言い

がたく、プロジェクトの効果を保つために必要な予算を確保するために努力を続けなくてはな

らない。財政面の自立発展性は「中程度」といえる。 

 

５－６ 結 論 

 PDMに記載されている指標の達成度が高いことから、プロジェクトの成果及びプロジェクト目標

はプロジェクト終了時までの達成が見込まれる。また上記のとおり、上位目標に関しても、顧客当た

りの停電回数がプロジェクト開始前の3.769×10-3回／戸・年（2003年）から2.060×10-3回／戸・年

（2005年）に改善されていることから、一部効果が発現しているといえる。５項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）による評価は、各項目とも「高い」もしくは「比較的高い」と判

断され、プロジェクトは順調に進んでいる。したがって、当初の計画通り、2007年９月をもって､プ

ロジェクトを終了することができる。 

 一方で、プロジェクトの自立発展性を確かなものにするためには、プロジェクトの終了後もEAC及
びEDCが必要な人材や予算を確保する努力を継続する必要がある。 
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第６章 提言・今後の方向性 
 

（１）EDCにGIS及び技術基準の責任組織（Office）の設立 

EDCの組織能力を拡大・向上するためには、プロジェクト終了後もGIS関連の活動を継続する

ことが不可欠である。また､新しい技術などに応じてEDCの技術基準を更新していくことが重要

となっている。しかしながら、現在のところC/Pは専任ではなくパートタイムでこれらの活動に

従事しており､プロジェクト終了後も現在の活動が維持される保証はない。そこで、評価調査団は

EDC内にGIS及び技術基準に関する責任組織（課＝office）を設立することを強く提言した。EDC
は設立される組織が活発に活動できるようプロジェクトで経験を積んだ人材及び十分な予算を確

保するべきである。また、この組織が活動を進め、人材や能力の開発が進んだ段階で部（＝

department）にアップグレードされることが望ましい。 

また、EACのGISとEDCのGISがリンクされ、全国すべての電気事業者を管理していくことが

不可欠である。 

 

（２）ベースライン調査の実施 

本プロジェクトのPDMにおいて指標の達成状況を測る際に、定量的なデータが不足していた

ために効果の発現が不明確であった指標が存在した。今後、「有効性」「効率性」及び「インパク

ト」の達成度を明確かつ定量的に測るためには、ベースライン調査が計画的に実施される必要が

ある。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ及び付属書 

 
２．評価グリッド 

 
３．中間評価調査対処方針・結果対比 

 









































































1．実績
調査結果

目標 指標

上位目標の達成見
込み

カンボジアの電力が安定的か
つ安全に供給される

１顧客あたりの停電回数が減少する。 ・目標（指標）達成の見込
  み

・（至近年数ヵ年の）EDCの停電データ ・EDC ・EDCからの情報収集 ・1顧客あたりの停電回数がプロジェクト開始前の3.769×10
-3

 回／戸・年（2003年）から2.060×10 -3回／戸・年（2005年）に
 改善されており、一部上位目標が発現している。

プロジェクト目標達
成見込み

1. 電力技術基準（細則）がMIMEに提
   出される。

・目標（指標）達成の見込
  み

・電力技術基準（細則）の作成状況
・MIMEの法制化スケジュール

・長期専門家、MIME（Dr. Ith
  Praing.）、EAC（Dr. Ty Norin）

・作成中の電力技術基準（細則）
  確認、法制化スケジュールに関
  するインタビューおよび質問

・2007.01開催予定の第二回技術基準セミナーを経て、2007.
 04に電力技術基準（細則）の最終案が完成予定。
・その後MIMEにて電力技術基 準（細則）法制化に着手する
  ことをMIME（Dr. Ith Praing.）より確認済。

2. 技術的指導の回数。 ・技術指導が全電気事業
  者に行われる達成見込
  み

・実施計画（PO） ・長期専門家、EAC ・インタビュー、質問表 ・現在電力技術基準（細則）は作成中であり、現時点におい
  て電力技術基準に基づいた技術指導は行っていない。
・2007.06より電力技術基準（細則）に基づき、電気事業者に
 対する技術指導を行う予定（POより）。

3. EAC内において電力技術基準を適
　 切に運営するための条件（部署、人
   員等）が整備される。
   （追加指標）

・整備される見込み  ・EACにおける電力技術基準運用のための
  部署ならびに人員の配置状況

・長期専門家、EAC（Dr. Ty Norin） ・インタビュー、EAC組織図 ・電力技術基準運用を司る部署は「Electricity Regulation
  Department」であり、人員は11名おり、整備済み。

成果の達成見込み 1-1. 3分野（配電、送変電、火力発
      電）の細則が作成される。

・作成の進捗度合い
  （計画と実績の比較）

・電力技術基準（細則）の作成状況
・計画と実績の対照表（PO）

・長期専門家、C/P ・作成中の電力技術基準（細則）
  確認
・計画と実績の対照表確認

・2005.12に全電気事業者が集まるEACワークショップにて電
 力技術基準（細則）の作成予定と一例を紹介。
・2006.07に本プロジェクトの第一回技術基準セミナーが開催
 され、全国の電気事業者に電力技術基準（細則）を紹介し
 意見、要望を抽出。
・2006.08に地方の主要都市に赴き、技術基準セミナーを行
 い意見、要望を抽出。抽出された意見等に基づき電力技術
 基準（細則）の修正を行っている。
・2007.01開催予定の第二回技術基準セミナーにて再度修正
  した電力技術基準（細則）のを紹介。
・2007.04に電力技術基準（細則）の最終案が完成予定。

1-2. EACの電力規制部門の職員が
      細則の内容を80%以上理解でき
      る。

・C/Pの理解度（80%以上
 達成）

・実施計画（PO） ・長期専門家、EAC、理解度テスト
　結果

・インタビュー、質問表 ・現在電力技術基準（細則）は作成途中であり、最終案が完
  成していないため、現時点において理解度テストは行って
  いないが、今後実施予定。
・ただし、同基準の英語→クメール語への翻訳を通して理解
  度は向上している。

1-3. 認可電気事業者による細則の
      存在が100%意識される。

・認可電気事業者の意識
  度（100%達成）

・意識度確認状況（技術基準セミナーおよ
  び地方セミナーへの参加度合い）

・長期専門家、C/P、意識度アン
　ケート結果

・インタビュー、質問表 ・2006.07の第一回技術基準セミナーには全132電気事業者
 のうち112事業者、同年８月の地方セミナーには全132電気
 事業者のうち110事業者が参加している。
・いづれのセミナーにも参加していない10事業者に対しても
 電力技術基準（細則）を送付しており、電力技術基準（細則）
 の存在は意識されている。

２．電気事業の許認可業務
    が円滑に行われる。

2-1. 認可電気事業者供給エリアの
       データに容易にアクセスが可
       能となる。

・計画と実績の比較 ・計画と実績の対照表 ・長期専門家、EAC ・インタビュー、質問表 ・プロジェクトが導入したGISにより、供給エリアデータを管理
  している。従来のペーパーによる管理に比べれば利便度
 等は確実に向上している。

2-2. 認可電気事業者の設備データが
       EACにより管理される。

・計画と実績の比較 ・実施計画（PO） ・長期専門家、EAC ・インタビュー、質問表 ・現時点において、設備データ管理は従来からの方法である
  ペーパーによる管理であるが、今後は、GISシステムにより
  データ管理することで実施予定。

2-3. 電気設備事故ならびに感電事故
       等のデータが収集される。

・計画と実績の比較 ・実施計画（PO） ・長期専門家、EAC ・インタビュー、質問表 ・電気設備事故ならびに感電事故データの収集は未実施で
  あるが、今後収集予定。

2-4. 電化エリアのデータがウェブサイ
        トにより広く公表される。

・計画と実績の比較 ・実施計画（PO） ・長期専門家、EAC ・インタビュー、質問表 ・EAC内のイントラネットにより試行実績があり、今後ウェブ
  サイトに公表予定。

３．電気事業者への指導
    能力が向上する。

3-1. 技術資料ならびにテキストが準
      備される。

・計画と実績の比較 ・準備された技術資料ならびにテキストの
  作成状況
・計画と実績の対照表

・長期専門家、C/P ・作成中の資料、テキスト確認
・計画と実績の対照表確認

・電力技術基準の解説書「Explanation Sheet of Electric
  Power Technical Standards」、技術資料として「電圧管理
  マニュアル」、「安全作業ルール」を作成。その他に安全作
  業に関するDVDも作成。

3-2. EAC電力規制部門の職員が導
      入された測定器類を使用できる。

・EACの機器操作に関す
  る理解度

・機器操作マニュアルの有無
・機器操作講習会実施の実績

・長期専門家、C/P、EAC ・マニュアルの有無確認、講習
 会実績の確認

・機器操作マニュアルを作成。
・EAC内の担当部署での説明会の実施のほか、機器操作の
  実地指導も実施。
・コアとなる人材は既に機器操作を理解しており、理解度は
  非常に高い。

3-3. 技術指導とトレーニングが全認
       可電気事業者に行われる。

・計画と実績の比較 ・実施計画（PO） ・長期専門家、EAC ・実施リスト、実施内容（テキス
  ト）、参加者名簿確認

・2006.07の第一回技術基準セミナー、同年８月の地方セミ
　ナーにて技術指導を実施。
・2007.06より電力技術基準（細則）に基づき、電気事業者に
　対する技術指導を行う予定（POより）。

投入の実績 １. カンボジア側投入実績 1-1. C/Pおよびその他必要な人員の
      配置
1-2. 施設・建物・設備
1-3. ローカルコスト

・計画と実績の比較 ・各年度投入実績 ・EAC ・C/Pおよびその他人員リスト、
 ローカルコスト他確認

・プロジェクトマネージャー１名、C/P４名。
・電力技術基準（細則）の作成WGにEAC、EDC、MIMEから11
  名参加。

２. 日本側投入実績 2-1. 専門家派遣（長期・短期）
2-2. C/P研修受入
2-3. 供与機材

・計画と実績の比較 ・各年度投入実績 ・長期専門家 ・専門家活動（派遣）実績リスト、
  C/P研修実績リ スト、供与機材
  リスト確認

・長期専門家１名、短期専門家延べ人数19名。
・C/P研修２回実施、参加人数６名。                                     ・
測定器具、GISシステム、書籍を供与

調査項目

電力技術基準がEACによって
効率的および適切に運営さ
れる

判断基準 必要な情報・データ（質問概要） 情報源 データ収集方法評価設問

１．電力技術基準（総則）を
    遵守するためのルールが
    明確になる。

Administrator
２．評価グリッド



2．実施プロセス

大項目 中項目 小項目

１.活動の進捗状況 ・計画と実績の比較 1-1. プロジェクト活動の計画と実績の対照表
　　　（もしあれば計画と乖離した理由）
1-2. プロジェクトの運営実施上の阻害要因
　　　（もしあれば）

・長期専門家、C/P ・計画と実績の対照表確認 ・プロジェクト活動全般を通して、計画と実績の大きな乖離は
　なく、順調に推移している。

2-1. モニタリングの仕組み 2-1. モニタリングの頻度、方法が適切
　　　であるか否か

・モニタリングにおける問
 題の有無

モニタリングの方法、頻度の適切性 ・長期専門家、C/P、EAC、JICA事
　務所

・インタビュー、質問表 ・JICA事務所へは長期ならびに短期専門家の活動報告を計
　22回実施しているほか、JCCならびに技術セミナー開催を
　通してJICA、MIME、EAC等の関係者に広く活動内容を報
  告しており、適切な頻度でモニタリングが行われている。

2-2. 意志決定過程 2-2. プロジェクト活動遂行における意
　　　志決定過程が適切であるか否か
　　　（所定の意志決定者が意思決定
　　　を行っているか否か）

・意思決定上の問題有無 課題発生時ならびに活動遂行時における意
志決定過程の適切性

・長期専門家、C/P、EAC、JICA事
　務所

・インタビュー、質問表 ・プロジェクト活動の遂行において、長期専門家はプロジェク
　トマネージャー、EAC長官、JICA事務所と連絡を密に活動
 を実施しており、適切な意思決定過程を経て活動が行われ
 ている。

2-3. JICAカンボジア事務所
　　　 の機能

2-3. プロジェクト活動に対する適切な
　　　タイミングでの助言、対応ならび
      にプロジェクトチームとの意思疎
      通は十分に図られているか否か

・JICAカンボジア事務所と
　プロジェクトチームとの
  関与度合い

プロジェクト活動における主管事務所の関わ
り方ならびにその適切性

・長期専門家、C/P、EAC、JICA事
　務所

・インタビュー、質問表 ・必要に応じて意見交換を実施している。

3-1. 人選・配置の適切性 3-1. プロジェクト活動に支障が無いよ
       う適切なタイミングで、また適切
       な能力を有したC/Pを配置してい
       るか否か

・C/P配置上の問題有無 ・ C/P人数、活動への参加度合い、能力お
  よび経験の適切性

・長期専門家、、C/P ・インタビュー、質問表 ・EACのC/Pは参加度合いならびに能力経験を有している。
　しかし、MIMEのC/Pは参加度合いが低い。

3-2. コミュニケーション能力 3-2. 配置されたC/Pは十分なコミュニ
　　　ケーション能力を有しているか否
      か

・意思疎通の問題の有無 ・ 英語能力 ・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問表 ・ほぼ全員が専門家との意志疎通に支障ない語学力を有し
　ている。

3-3. カウンターパートの主体
　　　性

3-3. 配置されたC/Pはプロジェクト活
      動に主体性を持って臨んでいる
      か否か

・主体的関与の度合い ・ カウンターパートの積極性、意欲、プロジェ
　クト活動への参加割合

・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問表 ・EACのC/Pは主体性を持ってプロジェクト活動に参加して
　いるが、特にMIMEのC/Pは参加度合いが低く主体性がな
　い。

4-1. 相手国実施機関
　　　　（MIME、EAC、
　　　　EDC）の関与

4-1-1. 相手国実施機関のトップが、本
　　　　　プロジェクト活動に対して好
           意、意欲をもって取り組んで
           いるか否か

・相手国実施機関トップの
　関与度合い

・ 本プロジェクト活動への相手国実施機関ト
　　ップの関与度合い

・長期専門家、MIME（Dr. Ith
　Praing.）、EAC（Dr. Ty Norin） 、
　EDC（Mr.Yim Nolson）

・インタビュー、質問表 ・MIME、EAC、EDCのトップとも、プロジェクト活動に対して好
 意をもって接している。

4-1-2. プロジェクト活動において必要
            なる協力（例えばセミナー開
            催等における施設、設備の提
            供等）を十分に行っているか
            否か

・相手国実施機関の協力
　度合い

・ 本プロジェクト活動への協力実績 ・長期専門家、MIME、EAC、EDC ・インタビュー、協力実績一覧 ・ミーティング，セミナーを開くための施設等は空きがあれば
 提供しているほか、セミナー開催時等は必要に応じてC/P
 以外のEAC職員を動員させるなど、必要なる協力を十分に
 行っている。

4-2. 予算手当て 4-2. 本プロジェクト活動に対して必要
       なる予算を充当しているか否か

・必要な予算の手当て状
　況

・ 予算の手当てと支出実績 ・長期専門家、MIME、EAC、EDC　 ・インタビュー、予算実績確認 ・電気代、備品などの予算を負担している（基本的な現地活
  動費はJICAが負担している）。

４.相手国実施機関
　のオーナーシップ

判断基準 必要な情報・データ（質問概要） 情報源

２.プロジェクトのマ
　ネージメント体制
  状況

評価設問

３.カウンターパート
　の配置状況

データ収集方法



調査結果

大項目 小項目

1-1.  カンボジア国の開
       発政策との整合性

------------

・政策と整合しているか
  否か

・ カンボジアの電力セクター開発政策（計画時）
・ カンボジアの電力セクター開発政策（現在）

・橋本個別専門家 ・カンボジアにおける電力セクターの状況は、プロジェクト計
  画時と変化がないため、上位目標およびプロジェクト目標
  は現在においても優先度は高い。

1-2.　ターゲットグルー
        プのニーズとの整
       合性

------------

・ニーズに合致している
  か否か

1-2. カンボジア電力セクターのニーズ ・橋本個別専門家 ・停電、事故の少ない安定した電力を供給することがニーズ
  であり、合致している。

1-3.  日本の開発援助
       政策との整合性

------------

・援助方針と整合してい
  るか否か

1-3. 日本の対カンボジア国別援助方針 ・JICA JICAは、カンボジア国の重点課題として、i)グッド・ガバナン
スの推進、ii)経済・産業振興、iii)農業・農村開発、iv)社会開
発セクター開発などを設定している。このうち、本プロジェク
トは経済・産業振興のDevelopment Issueのひとつである経
済･社会基盤整備に含まれる。

1-4-1. カンボジア電力セクターの課題
         解決策としての適切性

・課題解決と整合してい
  るか否か

1-4-1. カンボジア電力セクターの課題 ・橋本個別専門家 ・EACは、MIME公布の電力技術基準に基づき電気事業者
  の 許認可業務や技術指導を行うことになっていたが、技
  術基準内容の理解熟度の低さから十分な成果が上がっ
  ていなかった。このため今後の電力の急激な需要増に対
   処する電力行政指導の滞りや、電力の供給信頼度と安
   定性の低下が危惧され、早急な対応が求められていた
   ことから、課題解決に対して整合性がある。

1-4-2. EACを主体組織として選定した
          妥当性

・EACの機能、役割と整
  合しているか否か

1-4-2. カンボジア国電力セクターにおけるEACの機能・役
          割

・長期専門家、MIME、EAC ・EACは電気事業の規制監督庁として、電気事業者への許
  認可発行ならびに是正指導等を行っており、業務において
  電力技術基準を実際に使用する組織である。また、MIME
  と異なりEACは優秀な人材を有しており、EACを主体組織
  として選定したことは適切である。

2-1.　プロジェクト目標の
       達成度合い ------------

実績の「プロジェクト目標
の達成見込み」参照

実績の「プロジェクト目標の達成見込み」参照 実績の「プロジェクト目標の
達成見込み」参照

実績グリッド参照。

2-2-1. EACの人材確保の確実性 ・C/Pに意志があるか否
  か
・EACの人事異動方針に
 おいてC/Pの処遇を確
 立しているか否か

2-2-1. C/Pの意志、EACの人事異動方針（プロジェクト終
         了後のC/Pの処遇方針）

・EACのC/P、EAC ・EACの給与水準は他の省庁より非常に高いことから、EAC
  に留まる意志は高い。
・EACの事務所はただひとつであり、C/Pが異動することは
  ない。

2-2-2. 他ドナー援助による影響 ・阻害を受けそうな他ドナ
 ー援助の有無

2-2-2. 電力セクターにおける他ドナー援助計画 ・橋本個別専門家、MIME、
  EAC

特になし。

2-3-1. 成果１「電力技術基準遵守の
          ためのルールが明確になる」
          の有効性

・プロジェクト開始前と現
 在との効果有無の比較

・プロジェクト開始前後における、EACならびに電気事業者
  の電力設備技術基準の理解度改善状況（インタビュー、
  質問表）

・長期専門家、EAC 本プロジェクトの成果１はプロジェクト目標の達成に直結す
べく設定されている。成果１の指標達成度は「実績グリッド」
を参照。

2-3-2. 成果２「許認可業務が円滑に
          行われる」の有効性

・プロジェクト開始前と現
  在との効果有無の比較

・プロジェクト開始前後における、EACの許認可業務の改善
  状況（インタビュー、質問表）

・長期専門家、EAC 本プロジェクトの成果２はプロジェクト目標の達成に直結す
べく設定されている。成果２の指標達成度は「実績グリッド」
を参照。

2-3-3. 成果３「指導能力が向上する」
          の有効性

・プロジェクト開始前と現
  在との効果有無の比較

・プロジェクト開始前後における、EACの指導能力改善状況
  （インタビュー、質問表）

・長期専門家、EAC 本プロジェクトの成果３はプロジェクト目標の達成に直結す
べく設定されている。成果３の指標達成度は「実績グリッド」
を参照。

2-4. 外部条件の適性度 2-4-1. 外部条件「１.電気事業者が設
          備運営に必要なる予算を確保
          する。」、「２.必要なる電源が開
          発される。」、「３.MIMEが細則
          を発行する。」、「４.C/Pがそれ
          ぞれの組織に留まる。」の現時
          点における適性度

・外部条件が適性である
  か否か

・現時点における外部条件の適正度（インタビュー、質問
  表）

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

外部条件は適正である。

2-4-2. 外部条件「１.電気事業者が設
          備運営に必要なる予算を確保
          する。」、「２.必要なる電源が開
          発される。」、「３.MIMEが細則
          を発行する。」、「４.C/Pがそれ
          ぞれの組織に留まる。」が満た
          される可能性

・外部条件が満たされる
  可能性が高いか否か

・外部条件が満たされる可能性（インタビュー、質問表） ・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

外部条件２については、水力発電所の開発やカンボジアと
ベトナムおよびタイとの間に送電線を建設する計画がある。
また３についてはプロジェクトチームが2007年の４月に細則
の最終版をMIMEに提出することとなっており、条件は満たさ
れると考えられる。しかしながら１の条件を満たすためには、
現状では資金が十分でない中小の電気事業者が多いた
め、今後EACが技術だけでなく経営に関しても指導を行うな
どの努力が必要である。

評価5項目

１. 妥当性
（現状・実績）

情報源必要な情報・データ（質問概要）

1-4. プロジェクトの手段
      としての適切性

判断基準

2-2. プロジェクト目標達
      成の阻害要因

調査項目

2-3.　成果1～3がプロジ
        ェクト目標達成に
       資するものである
       かの有効性

２. 有効性
（予測）



調査結果

大項目 小項目
評価5項目 情報源必要な情報・データ（質問概要）判断基準

調査項目

3-1. 成果１～３の達成
      度

3-1-1. 成果１「電力技術基準遵守の
　　　　　ためのルールが明確になる」
　　　　　の達成度

・計画と実績の比較
　（実績の「成果の達
　成見込み」参照 ）

・成果１に対する計画と実績の対照表（PO） 実績の「成果の達成見込み」
参照

・計画と実績の対照表（PO）を参照

3-1-2. 成果２「許認可業務が円滑に
　　　　  行われる」の達成度

・計画と実績の比較
　（実績の「成果の達
　成見込み」参照 ）

・成果２に対する計画と実績の対照表（PO） 実績の「成果の達成見込み」
参照

・計画と実績の対照表（PO）を参照

3-1-3. 成果３「指導能力が向上する」
　　　　  の達成度

・計画と実績の比較
　（実績の「成果の達
　成見込み」参照 ）

・成果３に対する計画と実績の対照表（PO） 実績の「成果の達成見込み」
参照

・計画と実績の対照表（PO）を参照

3-2-1. 成果１「電力技術基準遵守の
　　　　  ためのルールが明確になる」
　　　　  達成のための活動との整合性

・成果と活動項目に整
　合性があるか否か

・成果と活動項目に整合性があるか否か（インタビュー、質
　問表）

・長期専門家、C/P ・成果１の発現は、活動の結果であり、活動項目がなければ
  実践されないものである。

3-2-2. 成果２「許認可業務が円滑に
　　　　  行われる」達成のための活動
　　　　  との整合性

・成果と活動項目に整
　合性があるか否か

・成果と活動項目に整合性があるか否か（インタビュー、質
　問表）

・長期専門家、C/P ・成果２の発現は、活動の結果であり、活動項目がなければ
  実践されないものである。

3-2-3. 成果３「指導能力が向上する」
　　　　  達成のための活動との整合性

・成果と活動項目に整
　合性があるか否か

・成果と活動項目に整合性があるか否か（インタビュー、質
　問表）

・長期専門家、C/P ・成果３の発現は、活動の結果であり、活動項目がなければ
  実践されないものである。

3-3-1. 日本側投入の適正度 ・プロジェクト活動に支障
　なく投入されているか
  否か

・長期・短期専門家派遣（人数、タイミング、分野）
・供与機材（種類、機種、数、タイミング）の適正
・研修員受入（タイミング、人数、研修内容）

・長期専門家 ・プロジェクト活動の進捗にあわせ、必要なる専門家、機
材、
 研修を投入しており申し分ない。

3-3-2. カンボジア側投入の適正度 ・プロジェクト活動に支障
　なく投入されているか
  否か

・カウンターパートの配置（人数、タイミング、分野）
・プロジェクト運営費
・提供された施設設備の適正度

・ MIME、EAC、EDC ・MIMEのC/Pの参加度合いが非常に低く、この点が適正で
 はない。

4-1-1. 上位目標「カンボジアの電力が
　　　　  安定的かつ安全に供給され
          る」が達成する見込み

・停電回数の減少度合い ・ 至近年の１顧客あたりの停電回数のデータ資料 ・EDC資料 ・１顧客あたりの停電回数がプロジェクト開始前の3.769×

 10
-3

回／戸・年（2003年）から2.060×10
-3

回／戸・年
 （2005年）に改善されており、一部上位目標が発現してい
 る。

4-1-2. 上位目標「カンボジアの電力が
　　　　  安定的かつ安全に供給され
           る」の達成によりカンボジア国
           へのインパクトは望めるか

・停電回数の減少度合い ・ 至近年の１顧客あたりの停電回数のデータ資料 ・EDC資料 ・電力の供給不足により輪番停電が行われるなど電気の使
　用できない不便な生活を強いられているが、上位目標達
  成によりこの問題も解消され十分なインパクトが望まれ
  る。

4-1-3. 上位目標「カンボジアの電力が
　　　　  安定的かつ安全に供給され
          る」を阻害する要因（もしあれ
          ば）

・要因の有無 ・ 阻害要因の有無および具体例（インタビュー、質問表） ・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

特になし。

4-2-1. 上位目標「カンボジアの電力が
　　　　  安定的かつ安全に供給され
           る」と、プロジェクト目標「電力
           技術基準がEACによって効率
           的および適切に運営される」
           に乖離はないか

・乖離の有無 ・ 乖離の有無（インタビュー、質問表） ・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・プロジェクト目標を達成しない限り、カンボジア国の電力が
　安定的かつ安全に供給されるとは言いがたい。

4-2-2. 外部条件「１.電気事業者が設
          備運営に必要なる予算を確保
          する。」、「２.必要なる電源が開
          発される。」、「３.MIMEが細則
          を発行する。」が満たされる可
          能性は高いか。

・外部条件の満たされる
　可能性度合い

・ 外部条件が満たされる可能性度合い（インタビュー、質問
  表）

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

２については、水力発電所の開発やカンボジアとベトナムお
よびタイとの間に送電線を建設する計画等がある。また３に
ついてはプロジェクトチームが2007年の４月に細則の最終
版をMIMEに提出することとなっており、条件は満たされると
考えられる。しかしながら１の条件を満たすためには、現状
では資金が十分でない中小の電気事業者が多いため、今
後EACが技術だけでなく経営に関しても指導を行うなどの努
力が必要である。

4-2. 上位目標以外のプ
       ラスの効果、影響

4-2. 上位目標以外のプラスの効果、
　　　 影響の有無

・効果、影響の有無 ・効果、影響の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

特になし

4-3-1. マイナスの効果、影響の有無 ・効果、影響の有無 ・効果、影響の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

特になし

4-3-2. マイナスの効果、影響があった
　　　 　場合の軽減対策

・軽減対策の有無 ・軽減対策の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

特になし

4-4. ジェンダー、民族、
      社会的階層の違い
      による異なったプラ
      ス、マイナス効果の
      有無

4-4. 異なったプラス、マイナス効果の
　　　有無

・プラス、マイナス効果の
　有無

・プラス、マイナス効果の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

特になし

３.  効率性
（現状・実績）

4-2. 上位目標とプロジ
       ェクト目標の因果
      関係

3-2. 成果１～３達成のた
       めの各活動項目の
       適正度

3-3. 投入の適正度

４.  インパクト
（予測）

4-1. 上位目標の達成の
       見込み

4-3. 予想しなかったマイ
       ナスの効果、影響



調査結果

大項目 小項目
評価5項目 情報源必要な情報・データ（質問概要）判断基準

調査項目

5-1.  政策的支援の継続 5-1. プロジェクト終了後も、EACによる
      電力技術基準の効率的および適
      切な運営にあたって、カンボアジ
      ア国の政策的支援が継続される
      か否か

・政策支援の継続性見込
  み

・カンボジア国電力セクター全体の将来構想（セクター改革
 構想の有無）ならびにその中でのEACの役割、機能に対す
 る改革構想の有無（インタビュー、質問表）

・MIME、EAC カンボジアには「国家貧困削減戦略」、「電力セクター開発政
策」および「Cambodia Power Sector Strategy」ばど、電力セ
クターに関する国家計画や開発計画が存在しており、電力
セクターの重要性は今後も続くと考えられる。

5-2-1. プロジェクト終了後も、EACによ
          る電力技術基準の効率的およ
          び適切な運営にあたって、EAC
          には十分な組織能力（人材な
          らびに意思決定プロセス）を有
          しているか否か

・組織能力（人材ならび
  に意思決定プロセス）
  の有無

・組織能力の有無および具体例（インタビュー、質問表） ・長期専門家、EAC ・EACの主要業務に密接に関連しており、また優秀な人材も
 多いことから十分な能力を有している。

5-2-2. EACの本プロジェクトに対する
         オーナーシップは十分か否か

・オーナーシップの有無 ・ オーナーシップの有無およびオーナーシップの具体例（イ
   ンタビュー、質問表）

・長期専門家、EAC ・電力技術基準（細則）の作成にあたって、EAC長官自らが
  内容をチェック。
・EACのC/Pはプロジェクト活動への参加割合が最も高い。

5-2-3. EACの事業運営にあたって十
          分な予算確保はなされている
          か否か

・EACの予算状況確認 ・ EACの予算資料（財務資料） ・MIME,EAC ・他の電力セクターと異なり、EACの予算状況は非常に潤沢
  であり、予算確保は十分可能である。

5-3-1. 供与機材の維持管理が適切に
          行われるか否か

・供与機材の維持管理状
  況

・ 供与機材の維持管理状況、修繕予算の確保方法等 ・長期専門家、EAC ・電気事業者への指導等、測定器具類の供与機材は必要
  不可欠なものであり、また、修繕および更新等にあたって
  の予算確保も十分に行うことが可能である。

5-3-2. 普及のメカニズム（技術基準の
          更新、電気事業者への技術指
          導等）をプロジェクト終了後も
          継続できるか否か

・EAC職員の技術能力、
 指導能力

・ EAC職員の技術能力、指導能力 ・長期専門家、EAC ・EACのC/Pはプロジェクトへの参加度合いが技術能力が向
 上しており、十分に継続可能である。

5-4. 自立発展性を妨げ
       る要因

5-4. 自立発展を妨げる要因の有無 ・要因の有無 ・ 要因の有無（インタビュー、質問表）
・ 有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC 特になし。

5-3. 供与機材の維持管
      理

５.  自立発展性
（見込み）

5-2.  組織能力の有無



1．実績
調査結果

目標 指標

上位目標の達成見
込み

カンボジアの電力が安定的
かつ安全に供給される

１顧客あたりの停電回数が減少する。 ・指標の達成状・見込み ・（至近年数ヵ年の）EDCの停電データ ・C/P ・EDCからの情報収集 リレー整定などにより、一部上位目標が発現している。

プロジェクト目標達
成見込み

１. 設備データベースが適切に運営、
　 管理される。

・目標（指標）達成の見込
  み

・データベースの使用状況（何をもって判断
  するのか？）

・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問票
・データベースの整備状況の確認

設備データベースはプノンペン系統においてほぼできあ
がっているが，地方（13州）分はこれからである。また，更新
するための組織作りや内規の整備がまだ十分にできていな
い。地方分は今年中にフィールドサーベイを行う予定である
（１州当たりデータ入力を含めて１週間の予定）。組織（地図
情報システム担当）新設の提案はこれか
ら正式に行う予定である。

２. EDCの設備拡張計画が適切に実
   施される。

・計画の実施案と現状の
 比較

・計画の実施案
・現状資料および視察

・長期専門家、C/P ・インタビュー、実施リスト他確認 整備拡張計画作成のための基礎資料である地図情報デー
タは整備できている。拡張計画の基本的な考え方が記載さ
れた設計基準の改定は正式には来年３月予定である（すで
にドラフトは関係者に配布済み）。

成果の達成見込み 1-1. 保守のためのデータベースが作
       成される。

・整備の進捗度合い
   （計画と実態の比較）

・データベースの整備・使用状況 ・長期専門家、C/P ・データベース確認
・インタビュー、質問票

保守のためのデータベースはほぼできあがっている。

1-2. 補修作業のマニュアルが作成さ
       れる。

・マニュアルの作成状況
  （作成計画と実績の比
 較）

・マニュアルリスト ・長期専門家、C/P
・マニュアルリスト

・インタビュー、質問票 補修作業のマニュアルは９月より派遣される東中専門家と
カウンターパートで作成する。

1-3. 予防保全の観点から定期点検が
       導入される。

・定期点検スケジュール
  と実績

・定期点検実績 ・長期専門家、C/P
・定期点検記録

・インタビュー、質問票
・定期点検記録

低圧地中ケーブルの電流測定が有効であることがわかり
2006年に中圧・低圧の地中ケーブルを点検する計画を行
い，機材の購入を行って実施している。低圧ケーブルはす
べて終了済みという状況で計画通りに測定を実施してい
る。

1-4. 停電復旧時間が短縮される。（目
      標は現在の20%減）

・復旧時間の推移（プロ
  ジェクト開始前と現状の
  比較）

・復旧記録
・セミナーおよびOJTの実施記録？

・長期専門家、C/P
・復旧記録

・インタビュー、質問票
・復旧記録

停電事故の回数は記録されていたが、事故について停電
から復旧までの時間は記録されていなかった（ケーブル事
故における事故復旧時間は記録有）。10月に予定されてい
る事故点探査装置の供与によって現在の１班体制から２班
体制になることで目標は達成できると考えられる。

２．配電系統の事故復旧能
    力が向上する。

2-1. インピーダンスマップが作成され
      る。

・インピーダンスマップ整
  備の進捗度合い
  （計画と実態の比較）

・データベース（プノンペンの配電設備）の整
　備・使用状況

・長期専門家、C/P
・データベース

・インタビュー、質問票
・データベース

昨年度の短期専門家派遣時にインピーダンスマップは作成
された。現在，系統の更新にあわせてカウンターパートとと
もにインピーダンスマップを更新している。

2-2. 事故により影響を受けるエリアな
       らびに家屋が容易に短時間に探
       査が可能となる。

・顧客・設備システムの
　整備状況
・検索時間の推移（プロ
　ジェクト開始前と現状
　の比較）

・顧客・設備システムの整備・使用状況
・アクセス記録

・長期専門家、C/P、地域住民
・アクセス記録

・アクセス記録
・インタビュー、質問票

SCADAシステム（系統運転システム）と地図情報システムを
連係させることで指標の達成が可能である。現在，SCADA
システムの情報を地図情報システムと連係させるためのソ
フトウエア調達に向けて動いており10月ごろには導入される
予定である。

2-3. リレー整定マニュアルが作成され
      る。

・マニュアルの作成状況
  （作成計画と実績の比
  較）

・マニュアルリスト ・長期専門家、C/P
・マニュアルリスト

・マニュアルリスト
・インタビュー、質問票

リレー整定マニュアルは10月から派遣予定の短期専門家と
カウンターパートが作成する予定である。

2-4. 停電復旧時間が短縮される。（目
      標は現在の20%減）

・復旧時間の推移 ・事故復旧マニュアル、復旧記録
・早期発見技術と事故点が広範囲に広がる
　ことを防ぐ技術に関するセミナー等の記録

・復旧記録、セミナー記録、事故
　復旧マニュアル
・長期専門家、C/P

・インタビュー、質問票
・復旧記録、セミナー記録、事故復
  旧マニュアル

今年から停電から復旧までの時間を記録しており，地図情
報システムおよび事故点探査装置の供与により復旧までの
時間は短縮される見込みである。

３．配電系統の計画ならび
    に拡張能力が向上す
    る。

3-1. 計画のためのデータベースが作
      成される。

・整備の進捗度合い
  （計画と実態の比
 較）

・設備データベースの整備・使用状況 ・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問票
・技術基準の整備状況の確認

地図情報システムを使って設備と各村落の情報（戸数等）を
地図上にすでに落としている。計画作成のためのデータ
ベースはほぼできあがっていると思われる。

3-2. EDCの技術基準が用意される。 ・技術基準の改定状況 ・技術基準の改定状況の確認 ・長期専門家、C/P
・技術基準にかかるドキュメント

・インタビュー、質問票
・技術基準整備状況の確認

既存の技術基準の改訂を3月から行っており，８章（既存７
章から１章追加）のうち２章分は５月末の時点でドラフトがで
きあがった。12月末時点でFirst Draftを発行する予定であ
る。

3-3. 将来の拡張計画が作成される。 ・拡張計画の策定状況 ・拡張計画の存在およびコストおよび内容 ・長期専門家、C/P
・拡張計画にかかるドキュメント

・インタビュー、質問票
・拡張計画の整備状況の確認

将来の拡張計画はまだ作成されていない。プノンペン系統
について，拡張計画を作成する予定である。

調査項目

配電系統がEDCによって効
率的および適切に運営され
る。

判断基準 必要な情報・データ（質問概要） 情報源 データ収集方法評価設問

１．配電系統の保守能力が
    向上する。



投入の実績 １. カンボジア側投入実績 1-1. C/Pおよびその他必要な人員の
　　　配置
1-2. 施設・建物・設備
1-3. ローカルコスト

・計画と実績の比較 ・各年度投入実績 ・C/P ・C/Pおよびその他人員リスト、
 ローカルコスト他確認

１. C/P配置　合計　18名配置
２. プロジェクト事務所、施設
３. ローカルコスト　単位：US$2004年度 $556 2005年度
　　$1,661 2006年度 $736　合計$2,953

２. 日本側投入実績 2-1. 専門家派遣（長期・短期）
2-2. C/P研修受入
2-3. 供与機材

・計画と実績の比較 ・各年度投入実績 ・長期専門家 ・専門家活動（派遣）実績リスト、
  C/P研修実績リスト、供与機材
  リスト確認

１. 専門家
1-1 長期専門家　合計　１名
1-2 短期専門家　合計　３名
２. 機材供与　単位：US$
　　2004年度 $0，2005年度 $395,306，2006年度 $0
　　合計$395,306
３. 日本におけるC/P研修
　　2005年度　２名、 2006年度　２名　合計　４名　（タイでの
　　研修：2005年度８名、2006年度12名）
４. 現地業務費　単位：US$
　　2004年度 $616.18，2005年度 $32,092.06，2006年度
　　 $25,392,60 合計$58,100.84
５. 携行機材　単位：US$
　　2004年度 $5265.76，2005年度 $1573.00，2006年度
　　 $0 合計$6,838.76



2．実施プロセス

大項目 中項目 小項目

１.活動の進捗状況 ・計画と実績の比較 1-1. プロジェクト活動の計画と実績の対照
      表（もしあれば計画と乖離した理由）
1-2. プロジェクトの運営実施上の阻害要因
       （もしあれば）

・長期専門家、C/P ・計画と実績の対照表確認 順調に進んでいる。５月に開催されたJCCの資料参照。

2-1. モニタリングの仕組み 2-1. モニタリングの頻度、方法が適切
      であるか否か

・モニタリングにおける問
 題の有無

モニタリングの方法、頻度の適切性 ・長期専門家、C/P、JICA事務所 ・インタビュー、質問表 JCCを開催し、進捗状況や問題点を把握している。

2-2. 意志決定過程 2-2. プロジェクト活動遂行における意
      志決定過程が適切であるか否か
       （所定の意志決定者が意思決定
       を行っているか否か）

・意思決定上の問題有無 課題発生時ならびに活動遂行時における意
志決定過程の適切性

・長期専門家、C/P、JICA事務所 ・インタビュー、質問表 JICAおよびEDC内で必要に応じた意志決定過程（決定者）
を経ている。

2-3. JICAカンボジア事務所
       の機能

2-3. プロジェクト活動に対する適切な
      タイミングでの助言、対応ならび
      にプロジェクトチームとの意思疎
      通は十分に図られているか否か

・JICAカンボジア事務所
  とプロジェクトチームと
  の関与度合い

プロジェクト活動における主管事務所の関わ
り方ならびにその適切性

・長期専門家、C/P、JICA事務所 ・インタビュー、質問票  必要に応じて意見交換を実施している。

3-1. 人選・配置の適切性 3-1. プロジェクト活動に支障が無いよ
       う適切なタイミングで、また適切
       な能力を有したC/Pを配置してい
       るか否か

・C/P配置上の問題有無 ・ C/P人数、活動への参加度合い、能力お
  よび経験の適切性

・長期専門家 ・インタビュー、質問票 当初４名であったカウンターパートを活動内容・能力にあわ
せて17名に追加・削除を行った。

3-2. コミュニケーション能力 3-2. 配置されたC/Pは十分なコミュニ
       ケーション能力を有しているか否
       か

・意思疎通の問題の有無 ・ 英語能力、技術用語理解能力 ・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問票 一部カウンターパートは英語能力が低いが，カウンターパー
ト同士でフォローを行っている。

3-3. カウンターパートの主
      体性

3-3. 配置されたC/Pはプロジェクト活
      動に主体性を持って臨んでいる
      か否か

・主体的関与の度合い ・ カウンターパートの積極性、意欲、プロジェ
  クト活動への参加割合

・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問票 概ね主体的に取り組んでいる。

4-1. 相手国実施機関
      （MIME、EAC、EDC）の
      関与

4-1-1. 相手国実施機関のトップが、本
          プロジェクト活動に対して好
          意、意欲をもって取り組んで
          いるか否か

・相手国実施機関トップ
  の関与度合い

・ 本プロジェクト活動への相手国実施機関
    トップの関与度合い

・長期専門家、C/P (MIME、EAC、
  EDC）

・インタビュー、質問票 副総裁Yim Nolson氏から常にプロジェクト活動を好意的に
サポート・助言がある。

4-1-2. プロジェクト活動において必要
          なる協力（例えばセミナー開催
          等における施設、設備の提供
          等）を十分に行っているか否か

・相手国実施機関の協力
  度合い

・ 本プロジェクト活動への協力実績 ・長期専門家、C/P (MIME、EAC、
  EDC）

・インタビュー、協力実績一覧 ミーティング，セミナーを開くための施設を有しており、空き
があれば提供する。

4-2. 予算手当て 4-2. 本プロジェクト活動に対して必要
       なる予算を充当しているか否か

・必要な予算の手当て状
  況

・ 予算の手当てと支出実績 ・長期専門家、C/P (MIME、EAC、
  EDC）

・インタビュー、予算実績確認 電気代、備品などの予算を負担している（基本的な現地活
動費はJICAが負担している）。

４.相手国実施機関
　 のオーナーシッ
　 プ

判断基準 必要な情報・データ（質問概要） 情報源

２.プロジェクトのマ
　ネージメント体制
　状況

評価設問

３.カウンターパート
　 の配置状況

データ収集方法



調査結果

大項目 小項目 （国内準備作業による）

1-1.  カンボジア国の開
　　　 発政策との整合性

------------

・政策と整合しているか
  否か

・ カンボジアの電力セクター開発政策（計画時）
・ カンボジアの電力セクター開発政策（現在）

・MIME ・開発政策資料確認 カンボジアにおける電力セクターの状況
は、プロジェクト計画時と変化が無いた
め、上位目標およびプロジェクト目標は現
在においても優先度が高い。

1-2.　ターゲットグループ
       のニーズとの整合
       性 ------------

・ニーズに合致してい
  るか否か

1-2. カンボジア電力セクターのニーズ ・MIME、EAC、EDC ・インタビュー、質問表、各種資料 EDCにおいて送電線設備がほとんど無い
現在の状況では、主な設備である配電設
備の効率的および適切な運用は非常に
ニーズが高い。

1-3.  日本の開発援助政
        策との整合性

------------

・援助方針と整合してい
  るか否か

1-3. 日本の対カンボジア国別援助方針 ・JICA ・国別援助方針資料等確認 JICAは、カンボジア国の重点課題として、
i)グッド・ガバナンスの推進、ii)経済・産業
振興、iii)農業・農村開発、iv)社会開発セク
ター開発などを設定して
いる。このうち、本プロジェクトは経済・産
業振興のDevelopment Issueのひとつであ
る経済･社会基盤整備に含まれる。

1-4-1. カンボジア電力セクターの課題
          解決策としての適切性

・課題解決と整合している
  か否か

1-4-1. カンボジア電力セクターの課題 ・日本人専門家、MIME、
  EAC、EDC

・インタビュー、質問表、各種資料 EDCは電気設備の計画・設計・建設・保守
にかかる問題に対処する能力が低く組織
化された技術者集団の育成が急務となっ
ていた。本プロジェクトは係る分野の人材
育成を目的としたものである。

1-4-2. EDCを主体組織として選定した
          妥当性

・EDCの機能、役割と整合
しているか否か

1-4-2. カンボジア国電力セクターにおけるEDCの機能・役
         割

・日本人専門家、MIME、
  EAC、EDC

・インタビュー、質問表、各種資料 EDCはプノンペンなど主な都市の電力設
備（発送配電）を統括している機関であり，
実施機関として整合性が取れている。

2-1.　プロジェクト目標の
       達成度合い

------------

実績の「プロジェクト目標
の達成見込み」参照

実績の「プロジェクト目標の達成見込み」参照 実績の「プロジェクト目標の達
成見込み」参照

実績の「プロジェクト目標の達成見込
み」参照

実績グリッド参照

2-2-1. EDCの人材確保の確実性 ・C/Pに意志があるか否
 か
・EDCの人事異動方針に
  おいてC/Pの処遇を確
  立しているか否か

2-2-1. C/Pの意志、EDCの人事異動方針（プロジェクト終
         了後のC/Pの処遇方針）

・C/P ・インタビュー、質問表 プロジェクト目標達成には人材および有効
な組織が不可欠である。人材育成のため
には外部からの継続的な支援は必要であ
るが，EDC自身が組織的に人材育成のた
めのプログラムや能力を生かす人事，組
織の編成をする必要がある。

2-2-2. 他ドナー援助による影響 ・阻害を受けそうな他ド
  ナー援助の有無

2-2-2. 電力セクターにおける他ドナー援助計画 ・MIME、EDC ・他ドナー援助計画一覧 なし。

2-3-1. 成果１「配電系統の保守能力
          が向上する」の有効性

・プロジェクト開始前と現
 在との効果有無の比較

実績（グリッド）参照 ・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 本プロジェクトの成果１はプロジェクト目標
の達成に直結すべく設定されている。成果
１の指標達成度は「実績グリッド」を参照。

2-3-2.  成果2「配電系統の事故復旧
           能力が向上する」の有効性

・プロジェクト開始前と現
 在との効果有無の比較

実績（グリッド）参照 ・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 本プロジェクトの成果２はプロジェクト目標
の達成に直結すべく設定されている。成果
２の指標達成度は「実績グリッド」を参照。

2-3-3. 成果３「配電系統の計画ならび
          に拡張能力が向上する」の有
          効性

・プロジェクト開始前と現
 在との効果有無の比較

実績（グリッド）参照 ・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 本プロジェクトの成果３はプロジェクト目標
の達成に直結すべく設定されている。成果
３の指標達成度は「実績グリッド」を参照。

2-4. 外部条件の適性度 2-4-1. 外部条件「1.EDCが必要なる予
          算を確保する」、「2.カウンター
          パートが留まる」の現時点にお
          ける適性度

・外部条件が適性である
  か否か

・現時点における外部条件の適正度（インタビュー、質問
  表）

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・ インタビュー、質問表 外部条件は適正である。C/Pは変わって
いないが、フルタイムのC/Pではないため
自分の仕事を優先しがちである。

2-4-2. 外部条件「1.EDCが必要なる予
          算を確保する」、「2.カウンター
          パートが留まる」が満たされる
          可能性

・外部条件が満たされる
  可能性が高いか否か

・外部条件が満たされる可能性（インタビュー、質問表） ・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・ インタビュー、質問表 １．予算については2006年９月に時点で問
題は生じていない。
２．給与条件が省庁よりよく，特にカウン
ターパートは高給なため留まる可能性は
高い。

評価5項目

１. 妥当性
（現状・実績）

情報源必要な情報・データ（質問概要）

1-4. プロジェクトの手段
      としての適切性

判断基準 情報収集方法

2-2. プロジェクト目標達
      成の阻害要因

調査項目

2-3.　成果1～3がプロ
        ジェクト目標達成
        に資するものであ
        るかの有効性

２. 有効性
（予測）



調査結果

大項目 小項目 （国内準備作業による）
評価5項目 情報源必要な情報・データ（質問概要）判断基準 情報収集方法

調査項目

3-1. 成果１～３の達成
　　　度

3-1-1. 成果１「配電系統の保守能力
          が向上する」の達成度

・計画と実績の比較
  （実績の「成果の達成
 見込み」参照 ）

・成果１に対する計画と実績の対照表 実績の「成果の達成見込み」
参照

・計画と実績の対照表確認 実績グリッド参照

3-1-2. 成果２「配電系統の事故復旧
          能力が向上する」の達成度

・計画と実績の比較
  （実績の「成果の達成
  見込み」参照 ）

・成果２に対する計画と実績の対照表 実績の「成果の達成見込み」
参照

・計画と実績の対照表確認 実績グリッド参照

3-1-3. 成果３「配電系統の計画ならび
          に拡張能力が向上する」の達
          成度

・計画と実績の比較
  （実績の「成果の達成
  見込み」参照 ）

・成果３に対する計画と実績の対照表 実績の「成果の達成見込み」
参照

・計画と実績の対照表確認 実績グリッド参照

3-2-1. 成果１「配電系統の保守能力
          が向上する」達成のための活
          動との整合性

・成果と活動項目に整合
  性があるか否か

・成果と活動項目に整合性があるか否か（インタビュー、質
  問表）

・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問表 成果１の発現は、投入・活動の結果であ
り、投入・活動がなければ、実践されない
ものである。

3-2-2. 成果２「配電系統の事故復旧
          能力が向上する」達成のため
          の活動との整合性

・成果と活動項目に整合
  性があるか否か

・成果と活動項目に整合性があるか否か（インタビュー、質
  問表）

・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問表 成果２の発現は、投入・活動の結果であ
り、投入・活動がなければ、実践されない
ものである。

3-2-3. 成果３「配電系統の計画ならび
          に拡張能力が向上する」達成
          のための活動との整合性

・成果と活動項目に整合
  性があるか否か

・成果と活動項目に整合性があるか否か（インタビュー、質
  問表）

・長期専門家、C/P ・インタビュー、質問表 成果３の発現は、投入・活動の結果であ
り、投入・活動がなければ、実践されない
ものである。

3-3-1. 日本側投入の適正度 ・プロジェクト活動に支障
  なく投入されているか否
  か

・長期・短期専門家派遣（人数、タイミング、分野）
・供与機材（種類、機種、数、タイミング）の適正
・研修員受入（タイミング、人数、研修内容）

・長期専門家 ・ インタビュー、質問表、プロジェク
   ト資料確認

概ね適切であったと思われる。

3-3-2. カンボジア側投入の適正度 ・プロジェクト活動に支障
  なく投入されているか否
  か

・カウンターパートの配置（人数、タイミング、分野）
・プロジェクト運営費
・提供された施設設備の適正度

・ MIME、EAC、EDC ・ インタビュー、質問表、プロジェク
   ト資料確認

C/Pは活動範囲の拡大に合わせて変更・
追加をした。執務室が最初手狭であった
が，2005年10月末に移転した。

4-1-1. 上位目標「カンボジアの電力が
          安定的かつ安全に供給され
          る」が達成する見込み

・停電回数の減少度合い ・ 至近年の１顧客あたりの停電回数のデータ資料 ・EDC資料 ・資料確認 1顧客あたりの停電回数がプロジェクト開

始前の3.769×10 -3回／戸・年（2003年）か

ら2.060×10 -3回／戸・年（2005年）に改善
されている 。

4-1-2. 上位目標「カンボジアの電力が
         安定的かつ安全に供給される」
         の達成によりカンボジア国へ
         のインパクトは望めるか

・停電回数の減少度合い ・ 至近年の１顧客あたりの停電回数のデータ資料 ・EDC資料 ・資料確認

4-1-3. 上位目標「カンボジアの電力が
          安定的かつ安全に供給され
          る」を阻害する要因（もしあれ
          ば）

・要因の有無 ・ 阻害要因の有無および具体例（インタビュー、質問表） ・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 特になし。

4-2-1. 上位目標「カンボジアの電力が
          安定的かつ安全に供給され
          る」と、プロジェクト目標「配電
          系統がEDCによって効率的お
          よび適切に運営される」に乖
          離はないか

・乖離の有無 ・ 乖離の有無（インタビュー、質問表） ・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 プロジェクト目標を達成しない限り、カンボ
ジア国の電力が安定的かつ安全に供給さ
れるとは言いがたい。

4-2-2. 外部条件「EDCが必要なる予
          算を確保する」が満たされる
          可能性は高いか。

・外部条件の満たされる
  可能性度合い

・ 外部条件が満たされる可能性度合い（インタビュー、質問
  表）

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 EDCの予算状況は逼迫している（要確
認）。

4-2. 上位目標以外のプ
       ラスの効果、影響

4-2. 上位目標以外のプラスの効果、
       影響の有無

・効果、影響の有無 ・効果、影響の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 地図情報システム導入を紹介するセミ
ナーを関係諸機関向けに行った。その結
果，いくつかの機関において地図情報シス
テムを導入したり，情報（衛星写真）を共有
したりする反響があった。

4-3-1. マイナスの効果、影響の有無 ・効果、影響の有無 ・効果、影響の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 特になし。

4-3-2. マイナスの効果、影響があった
         場合の軽減対策

・軽減対策の有無 ・軽減対策の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 特になし。

4-4. ジェンダー、民族、
      社会的階層の違い
      による異なったプラ
      ス、マイナス効果の
      有無

4-4. 異なったプラス、マイナス効果の
      有無

・プラス、マイナス効果の
 有無

・プラス、マイナス効果の有無（インタビュー、質問表）
・有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EAC、
  EDC

・インタビュー、質問表 特になし。

３.  効率性
（現状・実績）

4-2. 上位目標とプロジェ
       クト目標の因果関
       係

3-2. 成果１～３達成のた
      めの各活動項目の
      適正度

3-3. 投入の適正度

４.  インパクト
（予測）

4-1. 上位目標の達成の
       見込み

4-3. 予想しなかったマイ
       ナスの効果、影響



調査結果

大項目 小項目 （国内準備作業による）
評価5項目 情報源必要な情報・データ（質問概要）判断基準 情報収集方法

調査項目

5-1.  政策的支援の継続 5-1. プロジェクト終了後も、EDCによる
      配電系統の効率的および適切な
      運営にあたって、カンボアジア国
      の政策的支援が継続されるか否
      か

・政策支援の継続性見込
　み

・カンボジア国電力セクター全体の将来構想（セクター改革
 構想の有無）ならびにその中でのEACの役割、機能に対
 する改革構想の有無（インタビュー、質問表）

・MIME、EDC ・インタビュー、質問表 カンボジアには「国家貧困削減戦略」、「電
力セクター開発政策」および「Cambodia
Power Sector Strategy」ばど、電力セク
ターに関する国家計画や開発計画が存在
しており、電力セクターの重要性は今後も
続くと考えられる。

5-2-1. プロジェクト終了後も、EDCによ
          る配電系統の効率的および適
          切な運営にあたって、EDCには
          十分な組織能力（人材ならび
          に意思決定プロセス）を有して
          いるか否か

・組織能力（人材ならび
　に意思決定プロセス）
　の有無

・組織能力の有無および具体例（インタビュー、質問表） ・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 個々人の能力，技術力はあることから活
動を継続することは可能と思われる。それ
を発揮できる組織を整備する必要がある。

5-2-2. EDCの本プロジェクトに対する
　　　　　オーナーシップは十分か否か

・オーナーシップの有無 ・ オーナーシップの有無およびオーナーシップの具体例（イ
   ンタビュー、質問表）

・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 C/Pの配置・意欲や予算の確保など、これ
まで問題も無くオーナーシップは強いと言
える。

5-2-3. EDCの事業運営にあたって十
　　　　　分な予算確保はなされている
　　　　　か否か

・EDCの予算状況確認 ・ EDCの予算資料（財務資料） ・MIME、EDC ・資料確認 ＥＤＣの予算状況は逼迫しており，事業効
果の継続は可能であっても発展（ソフトウ
エアライセンスの追加など）は難しいと思
われる。

5-3-1. 供与機材の維持管理が適切に
　　　　　行われるか否か

・供与機材の維持管理状
　況

・ 供与機材の維持管理状況（設備台帳等による管理有
   無）、修繕予算の確保方法等

・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 機材は、問題なく稼動しており、機材の保
守管理体制が確立している。

5-3-2. 普及のメカニズム（配電系統の
　　　　　保守、事故復旧能力などの技
　　　　　術指導等）をプロジェクト終了
　　　　　後も継続できるか否か

・EDC職員の技術能力、
　指導能力

・ EDC職員の技術能力、指導能力 ・長期専門家、EDC ・インタビュー、質問表 技術指導内容をカウンターパートから他の
職員へ指導する取り組み（セミナー，OJT
等）を行っている。事故点探査装置につい
ては機材を供与する前から既存の装置を
使って新規職員をOJTにて教育している。

5-4. 自立発展性を妨げ
　　　 る要因

5-4. 自立発展を妨げる要因の有無 ・要因の有無 ・ 要因の有無（インタビュー、質問表）
・ 有る場合はその具体例

・長期専門家、MIME、EDC ・インタビュー、質問表 特になし。

5-3. 供与機材の維持管
　　　理

５.  自立発展性
（見込み）

5-2.  組織能力の有無
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対処方針と調査・協議項目 

調査・協議項目 現状及び問題点にかかる調査項目 対処方針 調査・協議結果 

１． 中間評価 

（１） 現行 PDM の確認 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の活動内容および成果がプロジェクト

目標に繋がっているかについて再確認が必

要。とくに C/P については、現在の活動が

何を目的とした活動であるかという点につ

いて理解不足という指摘がある。 

 

 

 

PCM 手法により、５項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）の観点

で評価を行い、結果、提言、教訓を導きだ

す。 

（妥当性） 

カンボジア国における電力セクターのニー

ズとの整合性はあるか、日本の援助事業と

しての妥当性はあるかを調査する。 

（有効性） 

プロジェクト実施により期待される成果が

得られたか、プロジェクトは有効であった

かを調査する。また、プロジェクトの有効

性に影響を与えた貢献、阻害要因を調査す

る。 

（効率性） 

投入された資源量に見合った成果が実施さ

 

PDM の読み方について専門

家および C/P の理解を深め

た上で、現在までの活動が何

を目的として行われてきた

かを専門家および C/P との

協議から明らかにし、関係者

間での認識を統一する。 

 

中間評価の作業は大きく分

けて次の２項目からなる 

（１）コンサルタント団員

（配電技術移転／PDM
評価）が派遣前、派遣中

に評価のための情報を

収集し、調査結果を取り

まとめ、他の団員に報告

する。一部、基礎資料に

ついては、EDC、EAC、
MINE に派遣中の長期専

門家より提出を受ける。

（２）報告を受けた他の団員

はその内容についてカ

ンボジア側と協議し、合

意を得る。 

 
 PDMについての理解度は必ずしも高くは
ないが、実質的に現行の PDM および PO に
沿って活動は実施されている。本調査にお
いて調査団により用意された質問票に関し
て C/P から多数の質問がなされ、結果的に
PDMのロジック等について理解が深まった
と言える。 
 
 
 
 
 
 妥当性は「高い」といえる。 
「国家貧困削減戦略」、「電力セクター開

発政策」、「Cambodia Power Sector Strategy」
などの国家・セクター政策は電力セクター
とその人材育成を強調しており、本プロジ
ェクトとの整合性は高い。また、受益者で
ある EAC および EDC のニーズとも合致し
ている。 

 
有効性は「比較的高い」といえる。 
EAC については、プロジェクト目標レベ

ルの指標のひとつである「電気事業者への
技術指導が実施される」にかかる活動は、
細則が MIME の省令として発布された後に
も技術指導が予定されており、2007 年 6 月
発布（予定）以降、プロジェクトの終了時
までにはさらに充実した技術指導が実施さ
れると見込まれる。 

EDC については、ふたつのプロジェクト
目標レベルの指標は、ほぼ満たされており、
プロジェクトの終了時までには完全に達成
されると見込まれる。また、設定された効

Administrator
３．中間評価調査対処方針・結果対比
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れているか、プロジェクトは効率的であっ

たかを調査する。 

（インパクト） 

プロジェクトの実施による間接的・波及効

果はあったか、プロジェクトはインパクト

を生み出したといえるかを調査する。また、

上位目標の達成に影響を与える貢献・阻害

要因はなにか、プラス・マイナスの影響を

もたらした要因は何かを調査する。 

（自立発展性） 

プロジェクトの効果は協力終了後も持続し

ていくかを調査する。また、自立発展に影

響を与える貢献阻害要因は何かを調査す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は以下のとおり 

 

・配電技術移転／PDM 評価

担当コンサルタント 

（派遣前） 

2006 年５月の JCC 会合で承

認された PDM を確認し、ま

た評価グリッドを作成する。

（派遣中） 

１．専門家、EDC、EAC お

よび MIME の C/P など関

係者に事前に作成した質

問表に基づき、ヒアリング

調査を行う。 

２．PDM を参照としながら

現在の問題点、状況、将来

への展望を把握する。 

３．調査結果を評価報告書と

して提出する。 

（帰国後） 

データ整理および調査団報

告書の取りまとめに協力す

る。 

・他団員派遣中の作業 

情報収集、ヒアリングを行

い、評価報告の内容をカンボ

ジア側に確認した上でミニ

ッツに添付する。 

果はすべてプロジェクト目標発現に貢献し
ており、外部条件もほぼ満たされている。 
 
 効率性は「比較的高い」といえる。 
 一部投入が若干遅れているが（探査用の
車両）、日本側、カンボジア側ともにほぼ計
画通りの投入がなされている。成果レベル
の指標もほぼ達成されていることから、投
入の質、量、タイミングは妥当であったと
考えられる。 
 
 インパクトに関しては、上位目標の指標
は「カンボジアの電力が安定的かつ安全に
供給される」である。顧客あたりの停電回
数はプロジェクト開始前の3.769×10-3回／
戸・年から 2.060×10-3 回／戸・年（2005
年）に改善されている。この効果の発現は、
発電量の増加など直接本プロジェクトに起
因するものではない要因によるものもある
が、リレー整定など本プロジェクトの活動
が直接貢献していることも事実である。 
 
 自立発展性は「比較的高い」といえる。 
組織・制度面では、電力セクターの強化

が国家政策と合致しており、今後もこの傾
向は続くことが予想される。EAC および
EDC は組織強化に努めているが、両組織と
も C/P は専属ではないため、プロジェクト
終了後の活動の継続性に懸念が残る。技術
面は、順調に技術移転が実施されており、
供与機材も C/P により適切に保守・管理さ
れているため、自立発展性は高いと言える。
財政面に関しては、EAC は許認可事業など
による収入により資金が潤沢であるが、
EDC の予算は限られており、今後も予算確
保のための努力を続ける必要がある。 
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（３）供与機材、ソフトウ

ェアについて 

【GIS プロジェクト】 

GIS プロジェクトは、煩雑なデータを地図

上で管理することにより、分析能力の向上、

データの効果的な活用が期待できる。

2005-2006 年に導入された GIS 用機材、ソ

フトウェア、衛星写真等について活用状況、

保守・運用のための C/P へ実施した各種セ

ミナー、トレーニングの成果、および現在

の人材配置、保守のための予算配置につい

て調査を行う（EDC、EAC）。 

配電系統の安定運用、事故復旧能力、拡張

計画策定能力向上への貢献（EDC） 

EAC の業務能力向上への貢献（EAC） 

 

今後の GIS が有効利用され

る方策、人材育成について専

門家等と協議し、終了時まで

の成果として提案する。 

 

他の機材についてもプロジ

ェクト終了後も有効に使用

されることを確認し、障害が

予想される場合は対策につ

いて協議する。 

 
EDC の組織能力を拡大・向上するために

は、プロジェクト終了後も GIS 関連の活動
を継続することが不可欠である。また､新し
い技術などに応じてEDCの技術基準を更新
していくことが重要となっている。しかし
ながら、現在のところカウンターパートは
専任ではなくパートタイムでこれらの活動
に従事しており､プロジェクト終了後も現
在の活動が維持される保証は無い。そこで
評価調査団はEDC内にGISおよび技術基準
に関する責任組織（課＝office）を設立する
こと、また、EAC の GIS と EDC の GIS が
リンクされ、全国すべての電気事業者を管
理していくことを強く提言した。これに対
し、EDC、EAC は前向きに検討する旨、調
査団に回答した。 

 

２． 今後の活動について 

プロジェクト終了後の持

続性に関する問題点につ

いて 

（１） カンボジア電力セ

クター技術基準細則の

運用・普及について

（EAC） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
EAC は、MIME が策定した電力技術基準に

基づき、電気事業者の指導行うことになっ

ている。しかし、プロジェクト発足当時、

技術基準に対する内容理解度の低さから技

術基準に沿った電気事業者の指導が十分に

できていなかった。 

プロジェクト開始後約１年半が経過し、

EAC 技術者に対しての技術基準細則の理解

度、電力事業者の審査能力、行政指導能力

の変化について確認すると共に地方への普

及方法について調査を行う。 

 

 

 

 
EAC および MIME の関係者

から電力技術基準の運用状

況を確認する。 

また、電力技術基準の地方展

開における EDC と MIME の

役割について関係者より確

認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 SREPTS の作成は計画通りに進捗してお
り、2007 年１月に開催の SREPTS セミナー
を経て、2007 年４月に最終版が完成する予
定である。また、プロジェクト開始以来、
必要の都度、技術指導を実施しており、
SREPTS 第一次案完成後の 2006 年７、８月
には電気事業者に対するセミナーも開催さ
れた。MIME へ SREPTS 最終案が提出され
た後にも、技術指導が実施される予定であ
る。 
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（２） 配電設備維持管理

能力について（EDC） 

 

 

 

 

小規模電気事業者は、事業規模が小さく簡

単に設備改修ができない状況にあるが、ど

の程度の強制力を持って指導していくの

か、今後の方針について確認する。 

 大規模な電気事業者（例えば IPP）の電力

設備の技術基準への適応状況について、

MIME あるいは EAC は、十分な事前審査を

行っているのか。確実に運用できる体制に

なっているか。現状と今後の予定を確認す

る。 

 

GIS を活用した配電設備管理能力向上およ

び拡張計画、事故点探査能力向上のために

実施された各種トレーニング、セミナーお

よび供与機材の効用、問題点について確認

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期、短期専門家等によって

実施された技術指導、セミナ

ーまたは供与機材による成

果の内容、プロジェクト終了

後もこの対応策が期待でき

るかを確認する。 

 
 
 
 

IPP などの大手に関しては技術基準の
適応は問題ないと考えられる。しかしな
がら、現状では資金が十分でない中小の
電気事業者が多いため、今後 EAC が技術
だけでなく経営に関しても指導を行うな
どの努力が必要である。 
 
 
 
 

C/P は GIS について十分理解していると
言える。また、セミナーや OJT を通じてカ
ウンターパート以外の職員に技術移転を行
うなどの活動を進めている。加えて、供与
資機材の保守・管理も問題なく実施されて
いる。 

３． PDM の妥当性の検討

について 

 

プロジェクト進行により明らかになった現

行の PDM がカンボジア国の電力セクター

に対して適合していない点を抽出する。 

専門家および C/P のインタ

ビューにより、左記について

確認する。 

 PDM の整合性は取れており、妥当である
と言える。 

４． 安全に関する協議に

ついて 

 

 

現在、専門家（短期、長期）により、C/P
に対して各種方法により技術移転が実施さ

れている。今後はこの C/P がカンボジアの

電力技術者および電気事業者に対して、技

術再移転や指導・許認可業務が行われる予

定である。 

特に配電分野では実務訓練において事故

点補修があり、危険が伴う。万が一の事故

下記について文書で確認し、

調査団とカンボジア側責任

者で署名をする。本年３月に

終了したベトナム電力技術

者養成プロジェクトにおい

ても、安全に関し同様に

M/M 署名交換の形で確認を

おこなっているので、必要に

 安全面において、「日本人専門家から受け
た助言を C/P がカンボジア政府技術者また
は電気事業者に教授・指導する場合はカン
ボジア側の責任で実施する」ことは、ミニ
ッツにて確認をしたが、そのための組織設
立については、本評価調査では話し合われ
ていない。 
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が生じた時の責任体制について、カンボジ

ア側と合意する必要がある。 

EAC に整備した測定器類を使用する際に

も、低圧ではあるが充電部に接近しなけれ

ばならないものもあるため、取扱には十分

な注意が必要である。（マニュアル等で説明

しているが、組織として安全対策を徹底す

る必要がある。新人が入ってきた際の指導

体制なども重要。） 

応じ参考とする。 

１． 日本人専門家からの技

術移転内容は助言という

位置づけとする。 

２． 日本人専門家から受け

た助言を C/P がカンボジ

ア政府技術者または電気

事業者に教授・指導する

場合はカンボジア側の責

任で実施する。 

３． 運 営 管 理 に つ い て

MIME 内に安全管理委員

会（仮称）を設立し、そ

の任を負う。 

 

 

                                                          以 上 
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